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高齢社会対策の推進


平成24年度における主な施策は次のとおり
である。


（1）総合的な推進のための取組
○社会保障と税の一体改革について
子どもや子育てへの支援を強化するなど人生
前半の社会保障を手厚くし、全世代を通じた国
民生活の安心を確保する「全世代対応型」社会
保障制度の構築を目指すとともに、社会保障の
安定財源の確保と財政健全化の同時達成への第
一歩として、消費税率（国・地方）を10％へ
段階的に引き上げることなどを内容とする「社
会保障・税一体改革大綱」を平成24年2月に閣
議決定した。
平成24年通常国会には、同大綱に示された
工程に従って、社会保障改革関連法案や税制改
正法案を提出しており、今後とも同大綱及び同
年3月末に閣議決定した社会保障改革の工程表
に基づき改革を進めていくこととしている。同
大綱に盛り込まれている高齢者に向けた施策の
ポイントとしては、①できる限り住み慣れた地
域で在宅を基本とした生活の継続を目指す「地
域包括ケアシステム」の構築や、②低年金・無
年金問題に対応し、年金制度の最低保障機能の
強化を図る観点から行う受給資格期間の短縮や
低所得者等への年金額の加算、③高齢者雇用対
策として、雇用と年金を確実に接続させ、無収
入の高齢者世帯が発生しないようにするための
継続雇用制度に係る基準に関する法制度の整備
などが挙げられる。
また、社会保障・税に関わる番号制度につい
ては、社会保障・税番号大綱で示したスケ


ジュールに沿って取組を進めるとともに、平成
23年度に引き続き全国でマイナンバーシンポ
ジウムを開催することとしている。


（2）就業・所得
○中高年齢者の再就職の援助・促進
再就職が困難である高年齢者の円滑な労働移
動を強化するため、求職活動等のための休暇を
1日以上与え、休暇日に通常の賃金の額以上の
額を支払うとともに、再就職支援を民間の職業
紹介事業者に委託し、再就職を実現した中小企
業事業主に対して助成を行う労働移動支援助成
金について、高年齢者の再就職を実現させた場
合の助成を拡充する措置を実施する。


○高年齢者労働移動受入企業助成金の創設
新たに高年齢者労働移動受入企業助成金を創
設し、定年を控えた高年齢者で、その知識や経
験を活かすことができる他の企業での雇用を希
望するものを、職業紹介事業者の紹介により雇
い入れる事業主に対して助成し、高年齢者の円
滑な労働移動の促進を図る。


○日本年金機構による適切な運営と年金記録問
題への対応
国民年金の適用事務については、住民基本台
帳ネットワークシステムにより把握した20歳、
34歳及び44歳到達者に対する届出勧奨及び届
出がない場合の資格取得等の手続を確実に実施
するとともに、国民年金の収納事務について
は、平成24年度の現年度納付率について平成
21年度の納付実績を上回る水準を確保し、
60.0％台に回復することを目標に、国民年金保
険料収納事業受託事業者との連携・強制徴収業
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務を更に強化する。


（3）健康・福祉
○高齢者の体力つくり支援事業
総人口に占める65歳以上の人口が23％を超
え、超高齢社会を迎えた我が国においては、高
齢者の心身の健康や体力の保持増進を支援する
ことは、国の重要な責務であるとともに、高齢
者が生き甲斐を持って健康で活力ある生活を営
むためには、定期的、継続的な運動・スポーツ
が不可欠である。そこで、生活基盤の比重が仕
事中心から地域社会へ大きく移行する年齢層
が、それぞれの適性や健康状態に応じて無理な
く継続できる運動・スポーツプログラムの普及
啓発を行うとともに、高齢者の体力つくりに係
るシンポジウムを開催し、健康で活力に満ちた
長寿社会の実現に資する高齢者の体力つくり支
援事業を実施する。


○必要な介護サービスの確保
平成24年度においては、地域住民が可能な
限り、住み慣れた地域で介護サービスを継続
的・一体的に受けることのできる体制（地域包
括ケアシステム）の実現を目指すため、訪問介
護と訪問看護が密接に連携した「定期巡回・随
時対応サービス」や、小規模多機能型居宅介護
と訪問看護の機能をあわせ持つ「複合型サービ
ス事業所」等の在宅サービス拠点の充実や、
サービス付き高齢者向け住宅等の高齢者の住ま
いの整備等を進める。


○介護サービスの質の向上
介護職員等によるたんの吸引等の実施のため
の制度の在り方について、「介護職員等による
たんの吸引等の実施のための制度の在り方に関
する検討会」における議論や試行事業の実施を


踏まえ、「介護基盤の強化のための介護保険法
等の一部を改正する法律案」を第177通常国会
に提出し、平成23年6月に成立、公布され、24
年4月から施行する。


○地域の支え合いによる生活支援の推進
いわゆる「孤立死」の防止対策として、地域
における取組みの参考となるよう、個人情報の
取扱いについて改めて示すほか、先進的な取組
みを実施している地域の事例も紹介することに
より、地域で総合的な取組みが行われるよう支
援していく。
また、地域の支え合いを推進するため、地域
福祉等推進特別支援事業において、高齢者等の
地域社会における今日的課題の解決を目指す先
駆的・試行的取組を行う自治体等への支援を行
う。
さらに、高齢者を含む一人暮らし世帯等が地
域において安心して暮らすことができるよう、
見守り活動等への支援を行う安心生活創造事業
の普及を図る。


○地域における包括的かつ継続的な在宅医療の
提供
平成23年度から取り組んできた在宅医療連
携拠点事業について、その実施箇所数を拡大す
るとともに、普及啓発や人材育成等の機能を拡
充する等の取組みを行っていく。また、在宅医
療に関する達成すべき目標や医療連携体制等に
ついて、平成24年度に各都道府県が策定する
新たな医療計画（平成25年度から実施）に記
載することとし、地域における在宅医療の計画
的な推進を図っていく。
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（4）学習・社会参加
○生涯学習の基盤の整備
全国生涯学習ネットワークフォーラムを開催
する。これにより、生涯学習活動の成果を生か
して社会的課題の解決（＝「新しい公共」によ
る社会づくり）に取り組む行政、大学、NPO
等の団体、企業等の人々が一堂に会し、課題に
ついて研究協議等を行いその成果を情報発信す
るとともに、継続的な活動を充実させ関係者相
互の情報交換等を日常的に行えるよう、様々な
分野にまたがる関係者等のネットワーク化を図
る。
また、都道府県及び市町村における社会教育
行政の充実に資するため、優れた資質と専門的
能力を有する社会教育指導者の養成等を図る。


○高齢者の社会参加と生きがいづくり
地域の主体的な取組による高齢者を対象とし
た生涯学習が促進され、高齢者の社会参加と生
きがいづくりが促進されるよう、研究協議会を
開催する。
また、学校の教育活動を支援する「学校支援
地域本部」や、放課後や週末等に小学校の余裕
教室等を活用して、体験・交流活動等を提供す
る「放課後子ども教室」、家庭教育に関する学
習機会の提供等を行う「家庭教育支援」などを
一体的・総合的に推進することなどにより、高
齢者を含む幅広い世代の地域住民の参画による
地域全体で子どもを育む環境づくりを支援す
る。
移動制約者の旅行の機会を拡大することによ
り誰もが旅行に参加しやすい環境づくりを進め
るため、ユニバーサルツーリズムの先進事例の
モデル化を行うことで地域の自治体やNPO法
人の取組を側面支援するユニバーサルツーリズ
ム促進事業を実施する。


（5）生活環境
○良質な民間賃貸住宅の供給促進
民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネッ
トを構築するため、地方公共団体との連携を図
りつつ、増加傾向にある民間賃貸住宅の空家を
リフォームし、子育て世帯・障害者世帯等の住
宅確保要配慮者向けに適切な契約・管理の下で
賃貸する事業について支援する制度を創設す
る。


○住宅市場の環境整備
中古住宅・リフォームトータルプラン（平成
24年3月策定）に基づき、中古住宅・リフォー
ム市場の拡大に向けた市場環境の整備を図るた
め、インターネット等を活用した中古住宅やリ
フォームに関する消費者向け情報提供の充実、
インスペクションの普及に向けたガイドライン
の作成、かし担保責任保険の充実、高齢者・子
育て世帯等に賃貸すること等を条件とした民間
賃貸住宅のリフォーム支援などの施策を推進す
る。


○高齢者向けの先導的な住まいづくり等への支
援
高齢者等居住安定化推進事業により、高齢者
等の居住の安定確保に資するすまいづくり・ま
ちづくり等を行う事業の提案を公募し、先導性
や普及性等に優れた事業に対して補助を行う。


○悪質商法等からの保護
振り込め詐欺や利殖勧誘事犯の犯行グループ
は、被害者や被害者になり得る者等が登載され
た、いわゆる「闇の名簿」を利用している。当
該名簿登載者の多くは高齢者であり、今後更な
る被害に遭う可能性が高いと考えられるため、
捜査の過程で警察が入手したこれらの名簿を
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データ化し、都道府県警察が委託した会社のオ
ペレーターがこれを基に電話による注意喚起を
行うなどの被害防止対策を実施する。


○東日本大震災への対応
介護保険において、被災された方を経済的に
支援する観点から、東京電力福島第一原子力発
電所事故に伴う警戒区域等の住民の方について
は、介護保険の利用者負担や保険料の減免に対
する財政支援を最長1年間継続し、警戒区域等
以外の方についても、自治体が行う被災者への
利用者負担や保険料の減免に対し、特別調整交
付金を活用して、平成24年9月分まで財政支援
措置を行うこととしている。
日本司法支援センター（法テラス）では、震
災に起因する法的トラブルを抱え、経済的・精
神的に不安定な状況に陥っている被災者を支援
するため、震災以降の取組を継続し、「震災　
法テラスダイヤル」（フリーダイヤル）や被災
地出張所における業務の適切な運用を行うな
ど、生活再建に役立つ法制度などの情報提供及
び民事法律扶助を実施する。また、東日本大震
災の被災者に対する援助のための日本司法支援
センターの業務の特例に関する法律（平成24
年4月1日施行）に基づき、東日本大震災法律
援助事業（東日本大震災に際し災害救助法が適
用された市町村の区域（東京都を除く。）に平
成23年3月11日において住所等を有していた
者の東日本大震災に起因する紛争について、そ
の者の資力状況にかかわらず、訴訟代理、書類
作成、法律相談等に係る援助を行う業務）を実
施する。


○活力ある農山漁村の形成
近年、高齢化の進展や食料品小売店・飲食店
数の減少等社会・経済構造の変化によって、中


山間地域はもとより都市部においても、住民に
食料品の購入や飲食に不便や困難をもたらす
「食料品アクセス問題」が発生しており、地域
の実態に応じた有効な食料品のアクセス改善を
図ることが緊急の課題となっている。このた
め、食料品へのアクセスが困難となっている地
域において、高齢者等への食料品の円滑な提供
を図るため、民間事業者等が「食料品アクセス
問題」を抱える市町村等と連携して行う地域の
実態を踏まえた取組を支援する。


（6）調査研究等の推進
○福祉用具等の研究開発
「福祉用具の研究開発及び普及の促進に関す
る法律（平成5年法律第38号）に基づく「福祉
用具の研究開発及び普及を促進するための措置
に関する基本的な方針」（平成5年厚生省、通商
産業省告示第4号）に沿って、福祉用具の実用
化開発を行う事業者に対する助成や研究開発を
行うために必要な情報の収集・分析及び提供を
実施する。
介護等の分野で役立つサービスロボットにつ
いて、実用化のために障害となっている対人安
全性を克服するため、実際環境における実証、
安全検証手法確立、安全認証体制整備、国際標
準化議論への貢献に向けた取組を引き続き推進
する。


○脳の仕組みを活かした技術開発の推進
脳の仕組みを活かし、日常生活における行
動・コミュニケーション支援において必要とな
る簡単な動作や方向、感情などを「強く念じ
る」ことで移動支援機器やコミュニケーション
支援機器などに伝えることを日常的に可能とす
る技術の研究開発を引き続き推進する。
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高齢化の現状と将来像


○高齢化率が23.3％に上昇
・我が国の総人口は平成23（2011）年10月1日現在、1億2,780万人（表1－1－1）。
・65歳以上の高齢者人口は過去最高の2,975万人（前年2,925万人）。
・65歳以上を男女別にみると、男性は1,268万人、女性は1,707万人で、性比（女性人口100人に対
する男性人口）は74.3。


・総人口に占める65歳以上人口の割合（高齢化率）は23.3％（前年23.0％）。
・「65～74歳人口」（前期高齢者）は1,504万人、総人口に占める割合は11.8％。
・「75歳以上人口」（後期高齢者）は1,471万人、総人口に占める割合は11.5％。


表1－1－1 　高齢化の現状


 単位：万人（人口）、％（構成比）


平成23年10月1日 平成22年10月1日
総数 男 女 総数 男 女


人口
（万人）


総人口 12,780 6,218 6,562 12,806 6,233 6,573
（性比） 94.8 （性比） 94.8


高齢者人口（65歳以上） 2,975 1,268 1,707 2,925 1,247 1,678
（性比） 74.3 （性比） 74.3


　65～74歳人口（前期高齢者） 1,504 709 795 1,517 715 803
（性比） 89.2 （性比） 89.0


　75歳以上人口（後期高齢者） 1,471 559 912 1,407 532 875
（性比） 61.3 （性比） 60.8


生産年齢人口（15～64歳） 8,134 4,095 4,039 8,103 4,068 4,035
（性比） 101.4 （性比） 100.8


年少人口（0～14歳） 1,671 855 815 1,680 860 820
（性比） 104.9 （性比） 104.9


構成比


総人口 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
高齢者人口（高齢化率） 23.3 20.4 26.0 23.0 20.2 25.7
　65～74歳人口 11.8 11.4 12.1 11.9 11.6 12.3
　75歳以上人口 11.5 9.0 13.9 11.1 8.6 13.4
生産年齢人口 63.6 65.9 61.6 63.8 65.9 61.8
年少人口 13.1 13.8 12.4 13.2 13.9 12.6


資料：平成23年は、総務省「人口推計」（平成23年10月1日現在）
平成22年は、総務省「国勢調査」（構成比の算出には分母から年齢不詳を除いている）


（注）「性比」は、女性人口100人に対する男性人口
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○平成72（2060）年には、2.5人に1人が65歳以上、4人に1人が75歳以上
・今後、総人口が減少するなかで、高齢化率は上昇（図1－1－2－（1））。
・高齢者人口は、いわゆる「団塊の世代」（昭和22（1947）～24（1949）年に生まれた人）が65歳
以上となる平成27（2015）年には3,395万人となり、その後も増加。54（2042）年以降は高齢者
人口が減少に転じるが高齢化率は上昇。


・平成72（2060）年には高齢化率は39.9％に達し、2.5人に1人が65歳以上。
・平成72（2060）年には75歳以上人口が総人口の26.9％となり4人に1人が75歳以上。
・前回推計（平成18年12月推計）と比較して、高齢化率は低下（図1－1－2－（2））。


図1－1－2－（1） 　高齢化の推移と将来推計
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資料：2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・
死亡中位仮定による推計結果


（注）1950年～ 2010年の総数は年齢不詳を含む


39.939.9


23.023.0


総人口
（棒グラフ上数値）


実績値 推計値


75歳以上人口65～ 74歳人口20～ 64歳人口19歳以下人口
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図1－1－2－（2） 　高齢化率の前回将来推計との比較
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資料：2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果及
び「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果


平成24年1月推計


平成18年12月推計


○現役世代1.2人で1人の高齢者を支える社会の到来
・平成22（2010）年には、高齢者1人に対して現役世代（20～64歳）2.6人（図1－1－3）。
・平成72（2060）年には、高齢者1人に対して現役世代（20～64歳）1.2人。


図1－1－3 　高齢世代人口の比率
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実績値 推計値


資料：2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中
位仮定による推計結果


70歳以上人口を20～ 69歳
人口で支える場合


65歳以上人口を20～ 64歳
人口で支える場合
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○男性84.19歳、女性90.93歳まで生きられる
・平均寿命は、平成22（2010）年現在、男性79.64年、女性86.39年（図1－1－4）。
・平成72（2060）年には、男性84.19年、女性90.93年となり、女性の平均寿命は90年を超える。


図1－1－4 　平均寿命の推移と将来推計


実績値 推計値
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資料：1950年及び2010年は厚生労働省「簡易生命表」、1960年から2000年までは厚生労働省「完全生命表」、2020年以降は、国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果


（注）1970年以前は沖縄県を除く値である。0歳の平均余命が「平均寿命」である。


○地域別にみた高齢化
・平成23（2011）年現在の高齢化率は、最も高い秋田県で29.7％、最も低い沖縄県で17.3％となっ
ている（表1－1－5）。
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表1－1－5 　都道府県別高齢化率の推移


平成23年
（2011）


平成47年
（2035）


総人口（千人） 65歳以上人口
（千人） 高齢化率（％） 高齢化率（％） 高齢化率の伸び


（ポイント）
北海道 5,486 1,382 25.2 37.4 12.2
青森県 1,363 355 26.1 38.2 12.1
岩手県 1,314 358 27.3 37.5 10.2
宮城県 2,327 520 22.4 33.8 11.4
秋田県 1,075 319 29.7 41.0 11.3
山形県 1,161 321 27.6 36.3 8.7
福島県 1,990 502 25.2 35.5 10.3
茨城県 2,958 676 22.9 35.2 12.3
栃木県 2,000 447 22.3 33.6 11.3
群馬県 2,001 479 23.9 33.9 10.0
埼玉県 7,207 1,506 20.9 33.8 12.9
千葉県 6,214 1,370 22.0 34.2 12.2
東京都 13,196 2,713 20.6 30.7 10.1
神奈川県 9,058 1,865 20.6 31.9 11.3
新潟県 2,362 624 26.4 36.6 10.2
富山県 1,088 287 26.4 36.0 9.6
石川県 1,166 279 23.9 34.5 10.6
福井県 803 202 25.2 34.0 8.8
山梨県 857 213 24.8 35.3 10.5
長野県 2,142 571 26.7 35.6 8.9
岐阜県 2,071 504 24.3 33.6 9.3
静岡県 3,749 903 24.1 34.6 10.5
愛知県 7,416 1,530 20.6 29.7 9.1
三重県 1,847 451 24.4 33.5 9.1
滋賀県 1,414 295 20.9 29.9 9.0
京都府 2,632 624 23.7 32.3 8.6
大阪府 8,861 2,012 22.7 33.3 10.6
兵庫県 5,582 1,304 23.4 34.3 10.9
奈良県 1,396 340 24.4 36.8 12.4
和歌山県 995 274 27.5 38.6 11.1
鳥取県 585 155 26.4 34.5 8.1
島根県 712 207 29.1 37.3 8.2
岡山県 1,941 493 25.4 33.4 8.0
広島県 2,855 693 24.3 34.5 10.2
山口県 1,442 407 28.2 37.4 9.2
徳島県 780 212 27.1 36.7 9.6
香川県 992 258 26.1 35.9 9.8
愛媛県 1,423 382 26.9 37.0 10.1
高知県 758 220 29.0 37.4 8.4
福岡県 5,079 1,144 22.5 32.6 10.1
佐賀県 847 209 24.7 34.2 9.5
長崎県 1,417 371 26.2 37.4 11.2
熊本県 1,813 467 25.8 35.6 9.8
大分県 1,191 319 26.8 35.6 8.8
宮崎県 1,131 293 25.9 36.9 11.0
鹿児島県 1,699 450 26.5 35.9 9.4
沖縄県 1,401 242 17.3 27.7 10.4


資料：平成23年は総務省「人口推計」、平成47年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）」
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○過去最高となった社会保障給付費
・社会保障給付費全体について、平成21（2009）年度は99兆8,507億円となり過去最高の水準（図
1－1－6）。
・国民所得に占める割合は、昭和45（1970）年度の5.8％から29.4％に上昇。
・社会保障給付費のうち、高齢者関係給付費について、平成21（2009）年度は68兆6,422億円、社
会保障給付費に占める割合は68.7%。


図1－1－6 　社会保障給付費の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成21年度社会保障給付費」
（注）高齢者関係給付費とは、年金保険給付費、高齢者医療給付費、老人福祉サービス給付費及び高年齢雇用継続給付費を合わせたもので昭


和48年度から集計
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○我が国は世界のどの国も経験したことのない高齢社会を迎えている
・諸外国と比較すると、我が国は、世界のどの国もこれまで経験したことのない高齢社会を迎えて
いる（図1－1－7）。


図1－1－7 　世界の高齢化率の推移


実績値 推計値 実績値 推計値
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資料：UN, World Population Prospects：The 2010 Revision
ただし日本は、2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
の出生中位・死亡中位仮定による推計結果による。


（注）先進地域とは、北部アメリカ、日本、ヨーロッパ、オーストラリア及びニュージーランドからなる地域をいう。
開発途上地域とは、アフリカ、アジア（日本を除く）、中南米、メラネシア、ミクロネシア及びポリネシアからなる地域をいう。
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1　高齢者の家族と世帯


○高齢者のいる世帯は全体の4割、そのうち「単独世帯」・「夫婦のみの世帯」が過半数
・65歳以上の高齢者のいる世帯は増え続けており、平成22（2010）年現在、世帯数は2,071万世帯
であり、全世帯（4,864万世帯）の42.6％を占める（図1－2－1）。
・三世代世帯は減少傾向である一方、単独世帯、親と未婚の子のみの世帯は増加傾向で、平成22
（2010）年現在、単独世帯と夫婦のみの世帯を合わせると半数を超える。


図1－2－1 　 65歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別）と全世帯に占める65歳
以上の者がいる世帯の割合
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資料：昭和60年以前は厚生省「厚生行政基礎調査」、昭和61年以降は厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注１）平成7年の数値は、兵庫県を除いたものである。
（注２）（　）内の数字は、65歳以上の者のいる世帯総数に占める割合（％）
（注３）四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。


第2節 高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向
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○一人暮らし高齢者は増加傾向
・一人暮らし高齢者の増加は男女ともに顕著（図1－2－2）。
・一人暮らし高齢者が高齢者人口に占める割合は、昭和55（1980）年には男性4.3％、女性11.2％
であったが、平成22（2010）年には男性11.1％、女性20.3％となっている。


図1－2－2 　一人暮らし高齢者の動向
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（注２）棒グラフ上の（　）内は65歳以上の一人暮らし高齢者の男女計
（注３）四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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2　高齢者の経済状況


○暮らし向きに心配ない高齢者は約7割
・60歳以上の高齢者の暮らし向きについてみると、『心配ない』（「まったく心配ない」と「それほ
ど心配ない」の計）と感じている人の割合は全体で71.0％であり、年齢階級別にみると、「80歳
以上」は約8割と高い割合となっている（図1－2－3）。


図1－2－3 　高齢者の暮らし向き
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女


（％）


まったく心配ない それほど心配ない 多少心配 その他非常に心配 わからない


○高齢者世帯は、世帯人員一人当たりの年間所得が全世帯平均と大きな差はない
・高齢者世帯（65歳以上の人のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の人が加わった世帯）
の平均年間所得は307.9万円で、全世帯平均（549.6万円）の半分強（表1－2－4）。
・世帯人員一人当たりでは、高齢者世帯の平均世帯人員が少ないことから、197.9万円となり、全
世帯平均（207.3万円）との間に大きな差はみられない。
・高齢者世帯の約7割において、公的年金・恩給の総所得に占める割合が80％以上となっている
（図1－2－5）。
・内閣府の調査で60歳以上の人に「今後の年金の給付水準と社会保障費負担のあり方についてど
のように考えるか」を尋ねると、「給付水準を維持すべきで負担が重くなってもやむを得ない」
が34.4％、「負担増をなるべく抑えるために給付水準を引き下げるのがよい」が12.6％、「現状よ
り負担を重くすべきでなく、給付水準の引き下げもやむを得ない」が10.5％、「負担を軽くすべ
きで、給付水準の引き下げもやむを得ない」が8.9％となっている（図1－2－6）。
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表1－2－4 　高齢者世帯の所得


区　分
平均所得金額


一世帯当たり 世帯人員一人当たり（平均世帯人員）


高齢者世帯


総所得 307.9万円 197.9万円（1.56人）
稼働所得 53.2万円 （17.3％）
公的年金・恩給 216.2万円 （70.2％）
財産所得 18.2万円 （5.9％）
年金以外の社会保障給付金 2.5万円 （0.8％）
仕送り・その他の所得 17.7万円 （5.7％）


全　世　帯 総所得 549.6万円 207.3万円（2.65人）


資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）（同調査における平成21年1年間の所得）
（注）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。


図1－2－5 　 高齢者世帯における公的年金・恩給の総所得に占める割合別世帯数の構成割合
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）（同調査における
平成21年1年間の所得）


※平成21年は定額給付金の支給があり、「100％」世帯が前年の63.5％
から大幅に減少している。


図1－2－6 　年金の給付水準と社会保障費の負担に関する意識
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）「社会保障費の負担」とは、設問中では「税金や社会保障費の負担」としている。
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○世帯主が65歳以上の世帯では、一人当たりの支出水準は全世帯平均を上回り、貯蓄は全世帯平
均の1.4倍で、貯蓄の主な目的は病気や介護への備え


・世帯主が65歳以上の世帯の一人当たりの支出（年間）は129.4万円で、全世帯平均の120.1万円
を上回る（図1－2－7）。
・60歳以上の高齢者の支出に関する意識（優先的にお金を使いたいと考えているもの）をみてみ
ると、「健康維持や医療介護のための支出」（42.8％）、「旅行」（38.2％）、「子どもや孫のための支
出」（33.4％）の順になっている（図1－2－8）。
・世帯主が60～69歳及び70歳以上の世帯では他の年齢階級に比べて大きな純貯蓄を有しているこ
とがわかる（図1－2－9）。


・世帯主が65歳以上の世帯の平均貯蓄額は2,257万円で、全世帯平均1,664万円の約1.4倍、4,000万
円以上の貯蓄を有する世帯主が65歳以上の世帯は16.1％であり、全世帯（10.2%）と比べて高い
水準（図1－2－10）。


・貯蓄の目的についてみると、「病気・介護の備え」が62.3％で最も多い（図1－2－11）。


図1－2－7 　世帯主の年齢階級別世帯人員一人当たりの1年間の支出
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資料：総務省「家計調査（総世帯）」（平成23年）より内閣府にて算出。
（注１）1か月間のデータを12倍して1年間の支出を算出し、平均世帯人員数で割った。
（注２）その他の消費支出：諸雑費（理美容品等）、こづかい（使途不明）、交際費、仕送り金
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図1－2－8 　優先的にお金を使いたいと考えているもの（3つまでの複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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図1－2－9 　世帯主の年齢階級別1世帯当たりの貯蓄・負債、年間収入、持家率
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資料：総務省「家計調査（二人以上世帯）」（平成23年）
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図1－2－10 　貯蓄現在高階級別世帯分布
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資料：総務省「家計調査（二人以上世帯）」（平成23年）
（注１）単身世帯は対象外
（注２）ゆうちょ銀行、郵便貯金・簡易生命保険管理機構（旧日本郵政公社）、銀行、その他の金融機関への預貯金、生命保険の掛金、株式・債


券・投資信託・金銭信託などの有価証券と社内預金などの金融機関外への貯蓄の合計


全世帯平均 1,664万円
65歳以上平均 2,257万円


全世帯 世帯主の年齢が65歳以上の世帯
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図1－2－11 　貯蓄の目的
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女


○遺産相続や生前贈与に関する意識
・遺産相続に関する国民の意識をみると、「残す財産がないので、遺産を残すことは考えていない」
が31.4％で最も多く、次いで「遺産を残すかどうかは考えていない」が22.8％となっている。ま
た、「子どもになるべく多くの遺産を残したい」は22.2％、「遺産は残したいが、誰に残すかは決
めていない」は8.2％、「子どものためだけでなく、困っている人や社会・公共の役に立つような
使い方を考えたい」が2.2％、「子どものためだけでなく、看護や介護をしてくれたボランティア
や施設にも残したい」が1.5％となっている。一方で、遺産を残すことに否定的な考え方（「自分
の人生を楽しみたいので、遺産を残すことは考えていない」）の人は8.9％に留まっている（図1
－2－12）。


・子どもへの財産の生前贈与に関しては、「望ましい」とする人が40.0％で、「したくない」（31.0％）
を上回っているが、60～69歳では「望ましい」が35.4％、「したくない」が43.4％と逆転してい
る（図1－2－13）。
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図1－2－12 　遺産相続に関する意識
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資料：内閣府「国民生活選好度調査」（平成16年）
（注）回答者は全国の15 ～ 79歳の男女3,670人。


（%）


子どもになるべく多くの
遺産を残したい


遺産は残したいが、
誰に残すかは決めていない


子どものためだけでなく、
看護や介護をしてくれた
ボランティアや施設にも
残したい


子どものためだけでなく、
困っている人や社会・公共の役に
立つような使い方を考えたい


自分の人生を
楽しみたいので、
遺産を残すことは
考えていない


残す財産がないので、
遺産を残すことは
考えていない


遺産を残すかどうかは
考えていない


その他
無回答


図1－2－13 　子どもへの財産の生前贈与に対する意識（年齢階級別）
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資料：内閣府「国民生活選好度調査」（平成16年）
（注）回答者は全国の15 ～ 79歳の男女3,670人。


（％）


望ましい したくない


○生活保護受給者（被保護人員）は増加傾向
・平成21（2009）年における65歳以上の生活保護受給者数は69万人、65歳以上人口に占める65歳
以上の生活保護受給者の割合は2.37％（図1－2－14）。
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図1－2－14 　被保護人員の変移


資料：総務省「人口推計」「国勢調査」、厚生労働省「被保護者全国一斉調査（基礎調査）」より内閣府作成
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（万人） （％）


（年）


○相対的貧困率は高齢期に上昇する傾向
・男女別・年齢別の相対的貧困率をみると、男女とも高齢期に上昇する傾向があるが、総じて男性
よりも女性の貧困率は高く、その差は高齢期になるとさらに拡大している（図1－2－15）。


図1－2－15 　男女別・年齢階層別相対的貧困率
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（％）


（歳）


資料：内閣府「平成23年版 男女共同参画白書」
（注）「相対的貧困率」とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分に満たない世帯員


の割合をいう。


女性
男性
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3　高齢者の健康・福祉


○高齢者の半数近くが何らかの自覚症状を訴えているが、日常生活に影響がある人は5分の1程度
・65歳以上の高齢者の健康状態についてみると、平成22（2010）年における有訴者率（人口1,000
人当たりの「ここ数日、病気やけが等で自覚症状のある者（入院者を除く）」の数）は471.1と半
数近くの人が何らかの自覚症状を訴えている（図1－2－16－（1））。
一方、65歳以上の高齢者の日常生活に影響のある者率（人口1,000人当たりの「現在、健康上
の問題で、日常生活動作、外出、仕事、家事、学業、運動等に影響のある者（入院者を除く）」
の数）は、22（2010）年において209.0と、有訴者率と比べると半分以下になっている。これを
年齢階級別、男女別にみると、年齢層が高いほど上昇し、また、70歳代後半以降の年齢層にお
いて女性が男性を上回っている。


・この日常生活への影響を内容別にみると、高齢者では、「日常生活動作」（起床、衣服着脱、食事、
入浴など）が人口1,000人当たり100.6、「外出」が同90.5と高くなっており、次いで「仕事・家
事・学業」が同79.6、「運動（スポーツを含む）」が同64.5となっている（図1－2－16－（2））。


図1－2－16－（1） 　65歳以上の高齢者の有訴者率及び日常生活に影響のある者率（人口千対）
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65 ～ 69歳 70～ 74歳 75～ 79歳 80～ 84歳 85歳以上 65歳以上の
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男性 女性 65歳以上の者総数 男性 女性 65歳以上の者総数


資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）


有訴者率（人口千対） 日常生活に影響のある者率（人口千対）


139.1139.1
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図1－2－16－（2） 　65歳以上の高齢者の日常生活に影響のある者率（複数回答）（人口千対）
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運動（スポーツを含む）
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外出


日常生活動作


総数


資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）


総数
男性
女性


○高齢になるにしたがって、健康状態が「よい」、「まあよい」とする人の割合が下がる
・現在の健康状態に関する意識を年齢階級別にみてみると、高齢になるにしたがって、健康状態が
「よい」、「まあよい」とする人の割合が下がり、「よくない」、「あまりよくない」とする人の割合
が上がる傾向にある（図1－2－16－（3））。


図1－2－16－（3） 　健康状態に関する意識
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）
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○健康寿命が延びているが、平均寿命に比べて延びが小さい
・日常生活に制限のない期間（健康寿命）は、平成22（2010）年時点で男性が70.42年、女性が
73.62年となっており、それぞれ13（2001）年と比べて延びている。しかし、13（2001）年から
22（2010）年までの健康寿命の延び（男性1.02年、女性0.97年）は、同期間における平均寿命の
延び（男性1.57年、女性1.46年）と比べて小さくなっており、22（2010）年における平均寿命と
健康寿命の差は男女とも13（2001）年と比べて広がった（図1－2－17）。


・健康についての高齢者の意識を、韓国、アメリカ、ドイツ及びスウェーデンの4カ国と比較して
みると、60歳以上で「健康である」と考えている人の割合は、日本は65.4％でスウェーデン
（68.5％）に次いで高い結果（図1－2－18）。


図1－2－17 　健康寿命と平均寿命の推移
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資料：健康寿命は厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」
　　　平均寿命は厚生労働省「簡易生命表」
（注）日常生活に制限のない期間が「健康寿命」、0歳の平均余命が「平均寿命」である。
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図1－2－18 　健康についての意識（国際比較）
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資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成17年・平成22年）
（注）対象は、60歳以上の男女


（平成17年） （平成22年）


（％）


病気で、一日中寝込んでいる病気がちで、寝込むことがある
あまり健康であるとはいえないが、病気ではない健康である


○高齢者の死因となった疾病は、「悪性新生物（がん）」が最も多い
・高齢者の死因となった疾病をみると、死亡率（高齢者人口10万人当たりに対する死亡者数の割
合）は、平成22（2010）年において、「悪性新生物（がん）」が967.5と最も高く、次いで「心疾
患」576.8、「肺炎」391.2の順になっており、これら3つの疾病で高齢者の死因の約6割を占めて
いる（図1－2－19－（1））。
・国民の死亡場所の構成割合の推移をみると、昭和26（1951）年の時点では「自宅」が82.5％を占
めていたが、平成22（2010）年には「病院」が77.9％を占め、「自宅」は12.6％にまで低下して
いる（図1－2－19－（2））。
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図1－2－19－（1） 　65歳以上の高齢者の主な死因別死亡率の推移
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375.1
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老衰脳血管疾患肺炎心疾患悪性新生物（がん）


（65歳以上人口10万対）


資料：厚生労働省「人口動態統計」
※心疾患においては、平成7年1月から死亡診断書に「死亡の原因欄には、疾患の終末期の状態としての心不全、呼吸不全等は書かないでくださ
い。」という注意書きが追加された影響で、平成2～ 7年間で大きく減少している。


図1－2－19－（2） 　死亡場所の構成割合の推移
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
（注）1990年までは、老人ホームでの死亡は自宅又はその他に含まれている。


（年）


○高齢者の要介護者等数は急速に増加しており、特に75歳以上で割合が高い
・第1号被保険者（65歳以上）の要介護者等認定者数は平成21（2009）年度末で469.6万人であり、
13（2001）年度末から181.9万人増加している（図1－2－20）。


・75歳以上で要介護の認定を受けた人は75歳以上の被保険者のうち21.9％を占める（表1－2－21）。
・介護が必要になった場合の費用負担に関する意識について、内閣府の調査で60歳以上の人に「子
どもに介護などの世話を受けたり、老人ホームに入居したり、在宅でホームヘルプサービスを受け
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たりする場合の費用をどのようにまかなうか」を尋ねてみると、「特に用意しなくても年金等の収
入でまかなうことができると思う」が34.6％、「貯蓄だけでは足りないが、自宅などの不動産を担
保にお金を借りてまかなうことになると思う」が8.9％、「資産の売却（担保を含む）等でまかなう
ことになると思う」が10.7％、「子どもからの経済的な援助を受けることになると思う」が16.0％、
「その場合に必要なだけの貯蓄は用意していると思う」が13.5％となっている（図1－2－22）。


図1－2－20 　第1号被保険者（65歳以上）の要介護度別認定者数の推移


385385 493493 584584 659659 706706
519519 541541 562562


490490
606606 639639


4545
22


848848
1,0221,022


1,1981,198
1,2821,282


1,3741,374
868868 748748 764764


536536


605605


567567
582582


616616
717717 768768 787787


373373


408408


466466
501501


531531 620620 679679
709709


376376


405405


457457


476476


504504 526526
556556


569569


360360


390390


432432


443443


445445 467467
479479


494494


0


1,000


2,000


3,000


4,000


5,000


平成13 14 15 16 17 18 19 20 21


4,3784,378
4,1754,175


3,9433,943


3,7043,704


3,3243,324


2,8772,877


（千人）


資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」
（注）平成18年4月より介護保険法の改正に伴い、要介護度の区分が変更されている。


4,2514,251


4,5244,524


要介護5要介護4要介護3要介護2
要支援 要介護1経過的要介護要支援2要支援1


（年度）


591591


631631


825825


816816


688688


607607


538538


4,6964,696


表1－2－21 　要介護等認定の状況


 単位：千人、（　）内は％


65～74歳 75歳以上
要支援 要介護 要支援 要介護
184 459 1,038 3,015
（1.2） （3.0） （7.5） （21.9）


資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（平成21年度）
より算出


（注）経過的要介護の者を除く。
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図1－2－22 　介護が必要になった場合の費用負担に関する意識
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）質問内容は「子どもに介護などの世話を受けたり、老人ホームに入居したり、在宅でホームヘルプサービスを受けたりする場合の


費用をどのようにまかなうか」


用意しなくても年金収入でまかなう 不動産を担保にお金借りてまかなう
資産の売却等でまかなうことになる 子どもからの経済的な援助を受ける
必要なだけの貯蓄は用意している その他 わからない


○主に家族（とりわけ女性）が介護者となっており、「老老介護」も相当数存在
・要介護者等からみた主な介護者の続柄をみると、介護者の6割以上が同居している人（図1－2－
23）。
・その主な内訳は、配偶者が25.7％、子が20.9％、子の配偶者が15.2％。性別では男性が30.6％、
女性が69.4％と女性が多い。


・同居している主な介護者の年齢について、男性では64.9％、女性では61.0％が60歳以上であり、
また、いわゆる「老老介護」のケースも相当数存在。


図1－2－23 　要介護者等からみた主な介護者の続柄


資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年） （注）主な介護者の年齢不詳の者を含まない。
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○介護を受けたい場所は「自宅」が約4割、最期を迎えたい場所は「自宅」が半数を超える
・「日常生活を送る上で介護が必要になった場合に、どこで介護を受けたいか」についてみると、
男女とも「自宅で介護してほしい」人が最も多いが、男性は50.7％、女性は35.1％と、男性のほ
うが自宅での介護を希望する割合が高くなっている。自宅以外では、「介護老人福祉施設に入所
したい」（男性17.0％、女性19.5％）、「病院などの医療機関に入院したい」（男性13.6％、女性
19.6％）、「介護老人保健施設を利用したい」（男性9.9％、女性12.7％）が多いが、いずれも男性
に比べて女性のほうが割合が高くなっている（図1－2－24）。


・「治る見込みがない病気になった場合、どこで最期を迎えたいか」についてみると、「自宅」が
54.6％で最も多く、「病院などの医療施設」が26.4％で、両者で全体の8割を占めている（図1－
2－25－（1））。
・「自宅で最期まで療養することが実現困難な理由（複数回答）」についてみると、「介護してくれ
る家族に負担がかかる」が最も多く約8割となっており、次いで「症状が急変したときの対応に
不安である」が5割強となっている（図1－2－25－（2））。


図1－2－24 　介護を受けたい場所


0 10 20 30 40 50 60
（％）


女性
男性


資料：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成19年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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図1－2－25－（1） 　最期を迎えたい場所
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資料：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成19年）
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図1－2－25－（2） 　自宅で最期まで療養することが実現困難な理由（複数回答）
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資料：厚生労働省「終末期医療に関する調査」（平成20年）
（注）「最期」とは、「自分が治る見込みがなく死期が迫っている（6カ月程度あるいはそれより短い）期間」を想定


（％）


4　高齢者の就業


○高齢者の雇用情勢
・全産業の雇用者数の推移をみると、平成23（2011）年時点で60～64歳の雇用者は450万人、65
歳以上の雇用者は308万人となっている（図1－2－26）。
・定年到達者の状況をみると、平成23（2011）年6月1日時点において、過去1年間の定年到達者
のうち、継続雇用された人の割合は73.6％となっている（図1－2－27）。
・近年、経済情勢の急速な悪化を受けて完全失業率の上昇がみられたが、23（2011）年は低下した
（図1－2－28）。


図1－2－26 　雇用者数の推移（全産業）
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資料：総務省「労働力調査」
※平成23年は、岩手県、宮城県及び福島県を除く44都道府県の集計結果


（年）


60～ 64歳
65歳以上
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図1－2－27 　定年到達者の状況


73.6%


24.6%


1.8%


資料：厚生労働省「平成23年「高年齢者の雇用状況」集計結果」
※常用労働者数31人以上規模企業を集計


継続雇用の基準を満たさずに離職した者
継続雇用を希望しなかった者
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図1－2－28 　完全失業率の推移
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資料：総務省「労働力調査」
（注）年平均の値。平成23年は、岩手県、宮城県及び福島県を除く44都道府県の集計結果


○労働力人口
・平成22（2010）年の労働力人口は、岩手・宮城・福島の3県を除き6,261万人であった（図1－2－29）。
・労働力人口総数に占める65歳以上の人の比率は8.9％となり、昭和55（1980）年の4.9％から大き
く上昇している。
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図1－2－29 　労働力人口の推移
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資料：総務省「労働力調査」
（注）「労働力人口」とは、15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたものをいう。平成23年は、集計から岩手県、宮城県及び福島県


を除く44都道府県の集計結果


○就業者の状況
・65歳以上の高齢者について、週間就業時間別の就業者数をみると、全産業では1～14時間が88
万人（16.1％）、15～34時間が196万人（35.8％）、35～42時間が118万人（21.5％）、43～48時間
が56万人（10.2％）、49～59時間が46万人（8.4％）、60時間以上が39万人（7.1％）となってい
る（表1－2－30－（1））。
・65歳以上の高齢者について、職業別の就業者数をみると、「生産工程・労務作業者」が148万人
（26.0％）で最も多く、次いで「農林漁業作業者」が113万人（19.8％）となっている（表1－2－
30－（2））。


表1－2－30－（1） 　農林業・非農林業、週間就業時間別就業者数（65歳以上）


 （万人）


従業員総数 1～14時間 15～34時間 35～42時間 43～48時間 49～59時間 60時間以上


全産業 548
（100%）


88
（16.1%）


196
（35.8%）


118
（21.5%）


56
（10.2%）


46
（8.4%）


39
（7.1%）


農業、林業 104
（100%）


17
（16.3%）


40
（38.5%）


21
（20.2%）


7
（6.7%）


12
（11.5%）


7
（6.7%）


非農林業 444
（100%）


71
（16.0%）


156
（35.1%）


97
（21.8%）


49
（11.0%）


35
（7.9%）


33
（7.4%）


資料：総務省「労働力調査」
（注1）データは平成22年平均
（注2）総数には「週間就業時間不詳」を含む。
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表1－2－30－（2） 　職業別就業者数（65歳以上）


 （万人）


総　　数
専門的・
技術的職業
従事者


管理的職業
従事者 事務従事者 販売従事者


保安職業、
サービス職
業従事者


農林漁業
作業者


運輸・通信
従事者


生産工程・
労務作業者


分類不能の
職業


570 44 34 53 75 80 113 19 148 4
（100.0%） （7.7%） （6.0%） （9.3%） （13.2%） （14.0%） （19.8%） （3.3%） （26.0%） （0.7%）


資料：総務省「労働力調査」
（注）データは平成22年平均


5　高齢者の社会参加活動


○グループ活動に参加している高齢者は約6割で、今後参加したい高齢者は約7割
・60歳以上の高齢者の59.2％は何らかのグループ活動に参加しており、10年前と比べて15.5ポイン
ト増加（図1－2－31）。
・今後の参加意向について、参加したい（「参加したい」、「参加したいが、事情があって参加でき
ない」と回答した人の計）と考える人は約7割となっており、過去の調査と比較して増加（図1
－2－32）。


図1－2－31 　高齢者のグループ活動への参加状況（複数回答）


資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）「高齢者の支援」は、平成10年は「福祉・保健」とされている。
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図1－2－32 　高齢者のグループ活動への参加意向
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資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女


参加したい 参加したいが、事情があって参加できない 参加したくない わからない


○高齢者の学習活動
・高齢者の学習活動への参加状況についてみると、60歳以上で何らかの学習活動に参加している
人の割合は17.4％となっている。活動内容をみると、「カルチャーセンターなどの民間団体が行
う学習活動」が7.6％、「公共機関や大学などが開催する公開講座など」が4.8％などとなってい
る（図1－2－33）。


・行ってみたい生涯学習の内容は、60～69歳は「健康・スポーツ」（健康法、医学、栄養、ジョギ
ング、水泳など）が60.9％で最も多く、70歳以上では「趣味」（音楽、美術、華道、舞踊、書道
など）が57.2％で最も多くなっている（図1－2－34）。


図1－2－33 　高齢者の学習活動への参加状況（複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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図1－2－34 　行ってみたい生涯学習の内容（複数回答）
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資料：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成20年）


（％）


6　高齢者の生活環境


○高齢者の9割は現在の住居に満足している
・60歳以上の高齢者に現在の住宅の満足度について聞いてみると、「満足」又は「ある程度満足」
している人は総数で89.3％、持家で91.2％、賃貸住宅で69.9％となっている（図1－2－35）。


図1－2－35 　現在の住居に関する満足度
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資料：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（平成21年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）持家と賃貸住宅の回答者数と総数の差（n=9）は給与社宅等。
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（n=312）
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○高齢者の交通事故死者数は減少
・65歳以上の高齢者の交通事故死者数は、平成23（2011）年は2,262人で前年より減少したが、交
通事故死者数全体に占める割合は49.0％と半数近くを占めている（図1－2－36）。


図1－2－36 　年齢層別交通事故死者数の推移
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資料：警察庁「交通事故統計」平成23年は「平成23年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締り状況について」、総務省「人口推計」よ
り内閣府作成


（注）（　）内は、交通事故死者数全体に占める65歳以上人口の割合。
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○高齢者による犯罪
・平成22（2010）年の65歳以上の高齢者の刑法犯の検挙人員は、13（2001）年と比較すると、検
挙人員では約2.4倍、犯罪者率では約2倍（図1－2－37）。


図1－2－37 　高齢者による犯罪（高齢者の包括罪種別刑法犯検挙人員と犯罪者率）
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資料：警察庁「平成22年の犯罪情勢」


（人）


（年）


窃盗犯 粗暴犯 知能犯 凶悪犯 風俗犯 その他
犯罪者率（人口10万人当たり）


○一人暮らしの男性に、人との交流が少ない人や頼れる人がいない人が多い
・60歳以上の高齢者の会話の頻度（電話やEメールを含む）をみてみると、全体では毎日会話を
している者が9割を超えるものの、一人暮らし世帯については、「2～3日に1回」以下の者も多
く、男性の単身世帯で28.8％、女性の単身世帯で22.0％を占める（図1－2－38）。
・近所づきあいの程度は、全体では「親しくつきあっている」が51.0％で最も多く、「あいさつを
する程度」は43.9％、「つきあいがほとんどない」は5.1％となっている。性・世帯構成別に見る
と、一人暮らしの男性は「つきあいがほとんどない」が17.4％と高く、逆に一人暮らしの女性は
「親しくつきあっている」が60.9％と最も高くなっている（図1－2－39）。
・また、病気のときや、一人ではできない日常生活に必要な作業（電球の交換や庭の手入れなど）
の手伝いについて、「頼れる人がいない」者の割合は、全体では2.4％であるが、一人暮らしの男
性では20.0％にのぼる（図1－2－40）。
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図1－2－38 　会話の頻度（電話やEメールを含む）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）上記以外の回答は「毎日」または「わからない」


（％）
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図1－2－39 　近所づきあいの程度
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資料：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平成22年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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図1－2－40 　困ったときに頼れる人がいない人の割合
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女


（％）


○孤立死と考えられる事例が多数発生している
・誰にも看取られることなく息を引き取り、その後、相当期間放置されるような「孤立死（孤独
死）」の事例が報道されているが、死因不明の急性死や事故で亡くなった人の検案、解剖を行っ
ている東京都監察医務院が公表しているデータによると、東京23区内における一人暮らしで65
歳以上の人の自宅での死亡者数は、平成22（2010）年に2,913人となっている（図1－2－41）。


・（独）都市再生機構が運営管理する賃貸住宅約76万戸において、単身の居住者で死亡から相当期
間経過後（1週間を超えて）に発見された件数（自殺や他殺などを除く）は、平成22（2010）年
度に184件、65歳以上に限ると132件となり、20（2008）年度に比べ全体で約2割、65歳以上で
は約5割の増加となっている（（図1－2－42）。
・誰にも看取られることなく、亡くなったあとに発見されるような孤立死（孤独死）を身近な問題
だと感じる（「非常に感じる」と「まあまあ感じる」の合計）人の割合は、60歳以上の高齢者の
4割を超え、単身世帯では6割を超えている（図1－2－43）。
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図1－2－41 　 東京23区内で自宅で死
亡した65歳以上一人暮
らしの者
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資料：東京都監察医務院「事業概要」


図1－2－42 　 単身居住者で死亡から相
当期間経過後に発見され
た件数
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※（独）都市再生機構が運営管理する賃貸住宅で、「団地内で
発生した死亡事故のうち、病死又は変死の一態様で、死
亡時に単身居住している賃借人が、誰にも看取られるこ
となく賃貸住宅内で死亡し、かつ相当期間（1週間を超え
て）発見されなかった事故（ただし、家族た知人等による
見守りが日常的になされていたことが明らかな場合、自
殺の場合及び他殺の場合は除く。）」を集計したもの。
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図1－2－43 　孤独死＊を身近な問題と感じる者の割合
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資料：内閣府「高齢者の地域におけるライフスタイルに関する調査（平成21年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
＊本調査における「孤独死」の定義は「誰にも看取られることなく亡くなったあとに発見される死」。
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○東日本大震災における高齢者の被害状況
・岩手県、宮城県、福島県の3県で収容された死亡者は、平成23（2011）年3月11日から24（2012）
年3月11日までに15,786人にのぼり、検視等を終えて年齢が判明している15,331人のうち60歳
以上の高齢者は10,085人と65.8％を占めている（図1－2－44）。


図1－2－44 　年齢階級別死亡者数
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資料：警察庁「東北地方太平洋沖地震による死者の死因等について【23.3.11 ～ 24.3.11】」より
※検視等を終えて年齢が判明している者を集計
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平成23（2011）年10月14日、内閣総理大臣を会長とする「高齢社会対策会議」が開催され、新
しい高齢社会対策大綱の検討を開始する方針が示された。本方針に基づき、23（2011）年10月21
日から24（2012）年2月23日にかけて5回にわたり開催された「高齢社会対策の基本的在り方等に
関する検討会」（座長；清家篤慶應義塾長）で報告書（「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検
討会報告書 ～尊厳ある自立と支え合いを目指して～」）がとりまとめられた。
本報告書では、世界に前例のない速さで高齢化が進み、世界最高水準の高齢化率となり、どの国
もこれまで経験したことのない超高齢社会を迎えた我が国においては、これまでの「人生65年時
代」を前提とした高齢者の捉え方についての意識改革をはじめ、働き方や社会参加、地域における
コミュニティや生活環境の在り方、高齢期に向けた備え等を「人生90年時代」を前提としたもの
へ転換させ、全世代が参画した、豊かな人生を享受できる超高齢社会の実現を目指す必要があると
の認識が示された。
このような考え方のもと、我が国の高齢者を取り巻く課題として、本報告書では6つの課題を整
理し、今後の我が国の超高齢社会に向けた基本的な考え方として6つの考え方をとりまとめ、提示
した。
本節では、その課題と基本的な考え方について内容を紹介する。


1　超高齢社会における課題


（1）「高齢者」の実態と捉え方の乖離
社会の様々な分野の第一線で活躍してきた経験を持つ「団塊の世代」が2012年から65歳になり、
団塊の世代には、これまで社会の様々な分野の第一線で活躍してきた経験を活かし、今後の超高齢
社会を先導する役割が期待されている。
また、我が国の平均寿命が延伸を続けるなか、65歳を超えても元気であると認識し、就労や社
会参加活動を通じて現役として活躍している人たちが多くなっているため、高齢者を一律に区切っ
て支えられる人と捉えることは実態にそぐわなくなってきていると考えられる。
活躍している人や活躍したいと思っている人を年齢によって一律に「支えられている」人である
と捉えることは、その人たちの誇りや尊厳を低下させかねないと考えられる。
また、高齢者を65歳以上の者として年齢で区切り、一律に支えが必要であるとする従来の「高
齢者」に対する固定観念が、多様な存在である高齢者の意欲や能力を活かす上での阻害要因となっ
ていると考えられる。


（2）世代間格差・世代内格差の存在
現行の社会保障制度は、負担を将来世代へ先送りしている点が問題であると指摘されており、世


第3節 「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会報告書
～尊厳ある自立と支え合いを目指して～」について
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代間格差がこれ以上拡大しないようにするために、現在の高齢者と将来世代がともに納得した、不
公平感のない「ヤング・オールド・バランス」の実現が課題となっている。
従来であれば支えられる側と一律に捉えられていた人々のなかでも意欲と能力のある65歳以上
の者には、その活躍を評価するなどして、できるだけ支えてもらい、世代間のバランスを確保して
社会のバランスを保つ必要がある。
さらに、世代間格差のみならず、高齢者の間の所得格差、つまり世代内格差は、他の年齢層に比
べて大きいうえに、拡大している。
社会保障制度は、全世代に安心を保障し、国民一人ひとりの安心感を高めていく制度である。年
齢や性別に関係なく、全ての人が社会保障の支え手であると同時に、社会保障の受益者であること
を実感できるようにしていくことが、これからの課題である。


（3）高齢者の満たされない活躍意欲
定年退職した高齢者が引き続き働く環境は整備されつつあるが、必ずしも希望する全ての高齢者
の能力や意欲が十分に発揮されているとはいえないため、生涯現役社会の実現を進めていくことが
課題である。
また、働き続けることやNPO等への参加を希望する理由には、収入のみならず、健康維持のた
め、生きがい、あるいは社会とのつながりを持つため等、様々である。こうした高齢者の意欲をい
かにして満たしていくのかを考え、また、そうした意欲を阻む要因を取り除いていくことが課題で
ある。


（4）地域力・仲間力の弱さと高齢者等の孤立化
都市における高齢化が進行し、生涯未婚率の上昇ともあいまって単身高齢世帯が増加している。
高度経済成長をするなかで、都市でも地方でも地域社会が崩壊し、精神的には地域社会全体の地
縁、物理的には地域で生活するインフラが失われた。このように、地域社会のなかでの人間関係を
含め、地域力や仲間力が弱体化し、喪失するなかで、社会的孤立や孤立死の問題がでてきたといえ
る。
このような状況に鑑みると、多様な高齢者の現状やニーズを踏まえつつ、今後の超高齢社会に適
合した地域社会における人々の新たなつながりをどのようにつくり出していくのかが、今後の課題
としてあげられる。


（5）不便や不安を感じる高齢者の生活環境
高齢者にとっての地域の不便な点として、日常の買い物、病院への通院、高齢者には使いにくい
交通機関等があげられている。地域が一体となって高齢者が生活しやすい環境を整備することが課
題である。
また、高齢者が事件・事故やトラブルに巻き込まれたりすることも多く、家族や地域社会が変化
するなかで、高齢者の安心、安全を確保する社会の仕組を構築する必要性が高まっている。
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さらに、高齢者数の増加に伴って、認知症になる65歳以上の高齢者が増加しており、認知症は
今後、より一層大きな問題になることから、認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる
仕組づくりも課題である。


（6）これまでの「人生65年時代」のままの仕組や対応の限界
健康管理、社会参加、生涯学習など、若年期から高齢期に向けた準備が不足している。現役時代
から高齢期に備えて何かしら準備ができる時間、休日等を確保しながら働くということが課題にな
る。
これまでは「人生65年時代」を前提として様々な対応や制度設計がなされてきた。20世紀は高
齢期への備えとして、居住用不動産に投資し、資産形成を行い、老後の所得保障や経済的な支えと
して機能することが期待されてきたが、備えとしての役割が十分に機能していない状態にあると考
えられる。平均寿命が延び人生が長期化した現在、将来を見据えて、「人生90年時代」への備えと
世代循環を推進する必要がある。


2　今後の超高齢社会に向けた基本的な考え方


健康で活動できる間は自己責任に基づき、身の回りのことは自分で行うという「自己力」を高
め、長い人生を活き活きと自立し、誇りを持って社会の支え手や担い手として活躍でき、支えが必
要となった時でも尊厳のある生き方ができる社会の実現が重要である。全ての高齢者が、尊厳のあ
る生き方ができるよう、これまでの人生65年を前提とした社会から脱却し、「人生90年時代」に対
応した超高齢社会における基本的な考え方を以下で整理する。


（1）「高齢者」の捉え方の意識改革 ～65歳は高齢者か～
「高齢者」は、支えが必要であるとする考え方や社会の在り様は、意欲と能力のある現役の65歳
以上の者の実態から乖離しており、高齢者の意欲と能力を活用する上で阻害要因ともなっている。
また、65歳以上であっても社会の重要な支え手、担い手として活躍している人もいるなかで、
これらの人を年齢によって一律に「支えられる人」と捉えることは、活躍している人や活躍したい
と思っている人の誇りや尊厳を傷つけることにもなりかねない。
こうした認識と実態の乖離を解消し、社会の支え手となり続けるとともに、支えが必要となった
時にも、周囲の支えにより可能な限り自立し、人間らしく生活できる尊厳のある生き方を実現させ
ていくことが求められる。
高齢者の意欲や能力を最大限活かすためにも、「支えが必要な人」という高齢者像の固定観念を
変え、意欲と能力のある65歳以上の者には支える側にまわってもらう意識改革が必要である。こ
のように、65歳以上の者の捉え方に対する国民の意識変革が不可欠であり、それに向けた啓発が
必要である。その際には、楽しく豊かで円熟した人生を送っているという、多様なロールモデルに
ついての情報提供も重要である。
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一方、社会保障制度をはじめとする既存の各制度における施策の趣旨及び現在の取扱を踏まえ、
国民生活や将来設計の安心の確保等を考慮して、検討は多角的な観点からすべきであり、引き続き
中長期的課題として国民的議論を深め、合意形成をしていく必要がある。


（2）老後の安心を確保するための社会保障制度の確立 ～支え支えられる安心社会～
社会保障制度を中心とする、公助と共助のあり方は、国民個人の人生設計に大きな影響を与える
ことから、人生設計の見直しを可能とする長期的な視点で制度改革を行うことが重要である。
社会保障制度は、国民の自立を支え、安心して生活ができる社会基盤を整備するという社会保障
の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強化を図っていくことが求められている。格差の拡大
等に対応し、所得の再分配機能の強化や未来世代を育てるための支出の拡大を通じて、全世代にわ
たる安心の確保を図り、かつ、国民一人ひとりの安心感を高めていくことが重要であり、「全世代
対応型」の持続可能な社会保障制度を構築していくことが重要である。


（3）高齢者パワーへの期待 ～社会を支える頼もしい現役シニア～
①　柔軟な働き方の実現
意欲と能力のある65歳以上の現役であるシニアが、本人の希望に応じて働き続けることができ
る生涯現役社会を実現することは、それらの現役シニアの生活基盤となる所得はもとより、生きが
いや健康をもたらす。
高齢期における個々の労働者の意欲・体力等には個人差があり、家庭の状況等も異なることか
ら、高齢者の多様な雇用・就業ニーズに応じた柔軟な働き方が可能となる環境整備を行うことによ
り、雇用・就業機会を確保する必要がある。
多様で柔軟な働き方の実現は、高齢者のみならず、子育て世代等にとっても働きやすい環境につ
ながる。こうして、職業人生を通じて、子育て、介護など人生の様々なステージにおける仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現を促進することが必要である。
また、高齢者の意欲を最大限に活かすことによって、企業の活力維持に不可欠である若い世代へ
の円滑な技能伝承の実現が期待でき、若い世代の能力の向上も達成される。


②　さまざまな生き方を可能とする新しい活躍の場の創出
就労以外に、生きがいや自己実現を図ることができるようにするため、様々な生き方を可能とす
る新しい活躍の場の創出、意欲と活躍できる場のつながりの強化が必要である。
経済的な側面だけではなく、生きがいや社会参加を重視している高齢者も多い点等に着目して、
雇用にこだわらない社会参加の機会を確保していくことも重要である。
高齢者の自主性を活かした社会参加を活性化するため、地域の特性を活かした、高齢者の「居場
所」と「出番」をつくり、高齢者を含めた住民間の連携を促進することが重要である。


41


第
1
章


高
齢
化
の
状
況


第
3
節　
「
高
齢
社
会
対
策
の
基
本
的
在
り
方
等
に
関
す
る
検
討
会
報
告
書
〜
尊
厳
あ
る
自
立
と
支
え
合
い
を
目
指
し
て
〜
」
に
つ
い
て







③　シルバー市場の開拓と活性化
今後、高齢者パワーが最大限発揮されるためには、高齢者が活躍しやすい環境づくりが重要であ
る。具体的には、高齢者に優しい機器やサービスの開発を支援し、身体機能が低下しても、その人
が求める生活の質が保たれ、安心で快適で豊かな暮らしを送ることができるようにすることが重要
である。
高齢者がコミュニケーションや情報の面で弱者となることを防止するためには、携帯電話やパソ
コンといった機器を活用しやすくし、活用方法の習得を支援するとともに、高齢者の情報機器の利
用を促進する取組も求められる。
また、高齢者のニーズを踏まえたサービスや商品開発の促進により、高齢者の消費を活性化し、
高齢化に対応した産業や雇用の拡大を支援すべきである。


（4）地域力の強化と安定的な地域社会の実現 ～「互助」が活きるコミュニティ～
①　「互助」によるコミュニティの再構築
地域の人々、友人、世代を超えた人々との間の「顔の見える」助け合いにより行われる「互助」
を再構築する必要がある。
また、高齢者の多様な経験や知恵を活かし、高齢者が子育て世代等の若い世帯を支えるなど世代
間の交流を促進させていくなど、「地域力」の強化を図ることが重要である。
地域に根差した助け合いを推進するにあたっては、自助・互助・共助・公助のすべてが必要とな
る。自助や互助が行われやすくなるように、国や地方公共団体をはじめ関係機関・団体による、地
域力や仲間力を高めるための環境づくりが望まれる。


②　孤立化防止のためのコミュニティの強化
高齢者、とりわけ一人暮らしの高齢者については、地域での孤立が顕著であることから、見守り
等を通じてそうした高齢者と地域とのコミュニケーションづくり、絆づくりに加え、そのニーズに
応じた支援が必要である。
地域における高齢者やその家族の孤立化を防止するためにも、いわゆる社会的に支援を必要とす
る人々に対し、巡回しながらニーズを把握するといった積極的にアウトリーチする仕組や、個別の
相談支援を通じて、閉塞感を払拭することも重要である。


③　地域包括ケアシステムの推進
高齢者が安心して生活できるためには、高齢者本人及びその家族にとって、何かあった時に対応
してくれる人がいないことへの不安を払拭し、いざという時に医療や介護が受けられる環境が整備
されているという安心感を醸成する必要がある。地域で尊厳を持って生きられるような、医療・介
護の体制の構築を進める必要がある。
日常生活圏域内において、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく、有機的
かつ一体的に提供される地域包括ケアシステムを確立していくことが急務である。
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（5）安全・安心な生活環境の実現 ～高齢者に優しい社会はみんなに優しい～
①　バリアフリー・ユニバーサルデザインの深化
高齢者をはじめ、多様な人々が利用しやすいよう、住宅や都市、生活環境のデザインをより拡張
するという、ユニバーサルデザインの考え方を一層推進する必要がある。
このような全世代型で多様な人々が安心して暮らせるまちづくり、自立した生活ができる環境づ
くりを実現することが重要である。


②　日常生活圏域の生活環境の保障
心身の機能が低下した高齢者にとっては、中学校区程度の日常的な生活圏域で、安全・安心かつ
快適に最後まで住み続けられるための環境整備を図る必要がある。
日常生活に必要な買い物等ができる生活利便施設に加え、医療、介護等に関するサービスが日常
生活圏域において適切に配置され、不便なく利用できる生活環境の保障が求められている。
また、これらの高齢者の生活を支援する様々なサービスが地域内でネットワーク化され、相乗的
に機能する環境を整える必要がある。


③　犯罪・消費者トラブルからの保護及び成年後見等の拡充
高齢者を虐待、犯罪、消費者トラブル等の被害者にしないために、成年後見制度や消費者被害防
止施策等を推進する必要がある。とりわけ、認知症高齢者の増加に伴い、成年後見制度の必要性は
一層高まってきており、一般市民からなる「市民後見人」を中心とした支援体制や「法人後見」を
はじめとした組織的な後見体制を構築する必要がある。
また、社会全体で認知症の人とその家族を支え、見守り、ともに生きる地域を築いていくことが
重要である。
さらに、高齢者が悪質業者の被害者とならないように、的確な情報提供、業者の指導・取締に取
り組むことも求められる。また、犯罪、消費者トラブル等の被害者にしないために、地域で孤立さ
せないためのコミュニケーションの促進が重要である。


（6）若年期からの「人生90年時代」への備えと世代循環の実現 ～ワーク・ライフ・バランスと
次世代へ承継する資産～


①　人的資本の蓄積とその活用
技術革新等により、企業内における働き方にも変化が生じ、企業において働き続けるためにも、
能力開発や生涯学習が重要となる。同時に、男性にとっても女性にとっても、仕事時間と育児や介
護、自己啓発、地域活動等の生活時間の多様でバランスのとれた組み合わせの選択を可能にする、
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が必要である。
年齢にかかわらず意欲に応じて働くために、技能や人脈等も含めた仕事能力を蓄積させることが
重要であり、非正規労働者も含めて、若年・中年期からキャリア形成を図ることができるよう、
キャリアに関する相談・援助により自己啓発・スキルアップができるような環境を整備していくこ
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とも重要である。
さらに、高齢期においても、個人の生きがいを探求し、これまでの多様な社会経験を活かして能
力を発揮できるようにするとともに、自立した生活を送れるよう生涯学習の機会を充実させること
が重要である。
同時に、高齢期に向けた健康管理、健康づくりが重要であることの啓発を図る必要がある。


②　資産形成とその活用による安定した老後生活の実現
高齢期における経済的自立という観点からは、就労期に実物資産や金融資産等のストックを適正
に積み上げ、引退後はそれらの資産を活用して最後まで安心して生活できる経済設計が求められ
る。
したがって、資産形成が困難な若・中年の非正規労働者に対しては、雇用の安定や処遇の改善に
向けて、公正な待遇の確保に横断的に取り組むことが重要である。
また、高齢者が残した資産が次世代に適切に承継されるよう、相続や寄付の仕組を通じた、適切
な資産移転や社会に還流できる仕組を構築することが必要である。また、既存住宅を適正に評価
し、流動性を高める中古住宅市場の整備も重要である。
高齢者が築き上げた資産を次世代が適切に継承し、住宅、住環境及びその資産価値が世代を通じ
て循環する仕組みが不可欠である。
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今後、労働力人口の減少が見込まれる我が国において、成長力を高めていくためには、高齢者を
含めた国民すべてが意欲と能力に応じ労働市場やさまざまな社会活動に参加できる社会（「出番」
と「居場所」）を実現する必要がある。
こうした問題意識のもと、本節では、「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会」で取り


まとめられた「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会報告書 ～尊厳ある自立と支え合い
を目指して～」において、基本的な考え方として示された「高齢者パワーへの期待」に関連して、
就労や社会的な活動（ボランティア活動）、さらに東日本大震災の被災地支援に関する高齢者の意
識と実態を眺めた上で、それぞれの取組事例を紹介する。


1　高齢者の就労


○65歳以降も働き続けたい人は多いが、60歳代後半の就業率は4割弱に留まっている
はじめに、総務省「労働力調査」（平成23年）で年齢階層別の就業率をみてみると、55～59歳の


就業率は75.2％（男性88.5％、女性62.1％）であるが、60～64歳は57.3％（男性70.9％、女性
44.2％）、65～69歳は36.3％（男性46.2％、女性26.9％）と大きく低下している（図1－4－1）。


図1－4－1 　年齢階層別 就業率


88.5


70.9


46.2


30.1


13.5


62.1


44.2


26.9


16.5


5.2


75.2


57.3


36.3


22.8


8.3


55 ～ 59歳 60～ 64歳 65～ 69歳 70～ 74歳 75歳以上
0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100
（％）


資料：総務省「労働力調査」（平成23年）
（注）年平均の値。岩手県、宮城県及び福島県を除く44都道府県の集計結果。


男性 女性 男女計


一方、高齢者の就業に対する意向をみてみると、厚生労働省「中高年者縦断調査」（平成22年）
によれば、「団塊の世代」を含む60～64歳では、仕事をしている人のうち56.7％が65歳以降も「仕
事をしたい」と考えており、「仕事をしたくない」人（16.6％）を大きく上回っている。60～64歳
の全体で見ても、65歳以降に「仕事をしたい」人は44.0％で、「仕事をしたくない」人（31.4％）


第4節 高齢者が活躍できる環境づくり
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を上回っており、現在の65～69歳の就業率（36.3％）と比べても高い割合となっている（図1－4
－2）。


図1－4－2 　65歳以降（65～69歳）における就業意向
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資料：厚生労働省「中高年者縦断調査（中高年者の生活に関する継続調査）」（平成22年）
（注）対象は60 ～ 64歳の男女、なお、第6回の65 ～ 69歳での就業希望が不詳の者は除いて計算した。


（%）


また、内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）で高齢者の退職希望
年齢をみると、65歳までに退職したい人は3割に満たず、残りの約7割の人は「70歳以降まで」（注1）


または「働けるうちはいつまでも」働きたいと考えている（図1－4－3）。
このように、我が国においては、高齢者の高い就業継続意欲が必ずしも実際の就業に結びついて


いないと言えるだろう。


（注1）「70歳ぐらいまで」、「75歳ぐらいまで」、「76歳以上」と回答した人の合計


図1－4－3 　いつまで働きたいか
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資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女


（%）


○仕事を選ぶ際に、高齢の男性は「経験が生かせること」を重視し、高齢の女性は働きやすさを重
視する傾向があるが、男女とも「収入」を重視する人が増加している
内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）で、60歳以上の人が「仕事を選ぶ際
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に最も重視すること」をみてみると、男性は「経験が生かせること」（28.3％）が最も多く、女性
は、「体力的に軽い仕事であること」（23.2％）が最も多い。しかし、5年前（平成18（2006）年）
の調査結果と比較すると、男女とも「収入（賃金）」を最も重視する人が増加しており、男性は
9.9％から20.7％へと倍増している。これを60歳から74歳まで年齢階級別にみてみると、60～64歳
では「収入（賃金）」が25.7％となり、「経験が生かせること」（24.3％）を上回っている。その他の
年齢階級でも、「収入（賃金）」を最も重視する人が大きく増加している（図1－4－4）。
このように、高齢者は自分の経験を生かせる仕事をしたいと考える人が多いが、60歳代前半の


みならず、65歳以上の人でも収入を重視する人が増えている。


図1－4－4 　仕事を選ぶ際に最も重視すること
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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2　高齢者の社会的な活動（ボランティア活動）


○60歳以上の5割弱が地域活動やボランティア活動に参加している
就労と並んで高齢者の活躍が期待される地域活動やボランティア活動の参加状況をみてみると、


内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）によれば、60歳以上の高齢者のうち過
去1年間に何らかの活動に参加した人の割合は47.0％（男性51.5％、女性43.0％）となっている（図
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1－4－5）。
活動内容別に見ると、男女とも「自治会等の役員・事務局活動」（自治会・町内会・老人クラブ・
NPO団体等の役員・事務局活動）が最も多く（男性32.9％、女性24.0％）、これに次いで「地域の
環境を美化する活動」（男性20.5％、女性14.4％）、「地域の伝統や文化を伝える活動」（男性14.3％、
女性7.2％）となっている。また、これらのほかに特に女性に比べて男性が多く参加している活動
分野は、「交通安全など地域の安全を守る活動」や「災害時の救援・支援をする活動」であり、逆
に男性に比べて女性が多く参加している活動分野は、「見守りが必要な高齢者を支援する活動」や
「介護が必要な高齢者を支援する活動」となっている（図1－4－6）。


図1－4－5 　過去1年間における地域活動・ボランティア活動の参加状況
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女


（%）


図1－4－6 　地域活動・ボランティア活動の活動内容別参加状況（複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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○50歳代後半及び60歳代前半は、地域活動やボランティア活動に参加したい人の割合に比べて
実際の参加率が低い
次に、年齢階層別に地域活動やボランティア活動への参加意向と参加率をみてみると、「参加し


たい活動がある人」の割合（参加意向）は若いほど高く、55～59歳及び60～64歳では男女とも6
割を大きく超えている。これに対し、55～59歳及び60～64歳で「過去1年間に参加した人」の割
合（参加率）は、同年代の「参加したい活動がある人」の割合と比べて14～24ポイント低くなっ
ており、特に高齢期に入る前の世代で、地域活動やボランティア活動への参加意欲が、必ずしも実
際の活動に結びついていない状況が伺える（図1－4－7）。


図1－4－7 　地域活動・ボランティア活動の参加状況と参加希望
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
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○身近な場所で時間に縛られない活動に参加したい人が多いが、人との交流や居場所を求める人も
多い
高齢者が社会的な活動を始めるためには、どのような環境整備が必要であろうか。地域活動やボ


ランティア活動への参加意向と参加率のかい離が大きい55～59歳、60～64歳について、「どのよう
な条件があれば参加しやすい（したい）と思うか」（活動に参加する条件）をみてみると、男女と
も「時間や期間にあまりしばられないこと」及び「身近なところで活動できること」を重視する傾
向は共通している。これに次いで多い回答は、55～59歳は男女とも「金銭的な負担が少ないこと」
である。また、60～64歳の男性は「若い世代と交流できること」、「同世代と交流できること」及
び「活動拠点となる場所があること」が55～59歳の男性に比べて7ポイント以上高くなっており、
60～64歳の女性は「身体的な負担が少ないこと」が55～59歳の女性に比べて4ポイント高くなっ
ている。60～64歳になると、男性は人との交流や居場所となる活動拠点を重視し、女性は同世代
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との交流や友人等と一緒に参加できることを重視するようになる傾向がある（図1－4－8）。
こうしたことから、就業率の高い50歳代後半から60歳代前半の人については、まず仕事と両立


できる身近で時間に縛られない活動への参加を促すとともに、地域活動等ができる時間を持てるよ
う、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進することが重要である。


図1－4－8 　地域活動、ボランティア活動に参加する条件（複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）


○収入が多いほど、地域活動やボランティア活動の参加意欲が高い
地域活動やボランティア活動について、「参加したい活動がある人」の割合を、1カ月あたりの


収入（配偶者がいる場合は夫婦の収入）別にみると、65歳以上では男女とも、収入が多いほど、
「参加したい活動がある人」の割合が上がっている。地域活動やボランティア活動への参加意欲は、
時間や場所等の条件や活動内容のみならず、収入面も影響していると考えられる（図1－4－9）。
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図1－4－9 　ボランティア活動への参加意向がある人の割合（収入別）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国65歳以上の男女


○市民活動団体のスタッフは、60歳代以上が多い
NPO等の市民活動団体に、団体のスタッフで多い年齢層を2つまで聞いたところ、「60代以上」


が55.7％で最も多く、次いで「50代」（43.6％）、「40代」（21.3％）、「30代」（12.2％）と続いている
（図1－4－10）。


図1－4－10 　市民活動団体のスタッフの構成


資料：内閣府「平成20年度市民活動団体等基本調査」
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3　高齢者による被災地支援


○東日本大震災の被災地支援のために募金や寄付をはじめとした取組を行った高齢者は8割を超え
る
内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）によると、東日本大震災の被災地を
支援する取組を行った人は、60歳以上の人の84.6％にのぼる（図1－4－11）。地域別にみても、
被災3県（岩手県・宮城県・福島県）を除くすべての地域ブロック（北海道・東北、関東、中部、
近畿、中国・四国及び九州）で8割を超えており、支援の輪が全国に広がっていたことがわかる。
取組内容を見ると、「募金、寄付」が最も多く81.9％であった。取組内容を年齢階級別に見ると、


55～59歳は「被災地の生産品の積極的購入」（18.3％）がほかの年齢層と比べ高い割合であり、60
～64歳は「その他被災地支援ボランティア活動」（4.3％）が、65～69歳は「募金、寄付」（87.0％）
及び「募金集めのための活動」（8.1％）が、それぞれほかの年齢層よりも高い割合となった。また、
「募金集めの活動」及び「その他被災地支援ボランティア活動」をボランティア活動と捉えると、
60歳以上の8.4％が被災地支援のためにボランティア活動を行い、60歳代（60～64歳及び65～69
歳）ではおよそ10人に1人がボランティア活動に参加したことになる（表1－4－12）。
前節で紹介した「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会報告書」では、「社会を支える
頼もしい現役シニア」による「高齢者パワーへの期待」について記載されているが、東日本大震災
の被災地支援においても、高齢者が被災地を「支える側」として活躍しており、今後も被災地の復
興に向けて高齢者の経験や能力を十分に生かすことが重要であろう。


図1－4－11 　東日本大震災被災地支援の取組状況（複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注）対象は、全国60歳以上の男女
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表1－4－12 　東日本大震災被災地支援の年齢階級別取組状況（複数回答）


 （％）


募金・寄付 被災地の生産品の
積極的購入


募金集めのための
活動
〈A〉


その他被災地支援
ボランティア活動


〈B〉


被災地支援
ボランティア活動
（再掲）


〈A〉又は〈B〉


行なったことが
ある（計）
（再掲）


55～59歳 84.6 18.3 6.2 3.8 9.4 90.0
60～64歳 86.1 12.3 7.2 4.3 10.1 90.1
65～69歳 87.0 13.3 8.1 2.9 10.4 88.4
70～74歳 81.6 9.2 5.1 2.8 7.6 84.8
75～79歳 75.5 7.6 5.5 1.2 6.4 77.3
80歳以上 71.6 5.6 3.6 1.2 4.4 74.4
60歳以上（再掲） 81.9 10.3 6.3 2.8 8.4 84.6


資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）


4　事例紹介


（1）高齢者の就労を促進している事例
「70歳まで働ける企業」の実現に向けた取組
独立行政法人「高齢・障害・求職者雇用支援機構」が平成20（2008）年から毎年発行している


「70歳いきいき企業100選」より、2社の事例を紹介する。
朝日車輛株式会社（三重県四日市市）は、19（2007）年に70歳定年制度を導入し、また22


（2010）年には従業員からの要望で60歳から70歳の間で定年を自由に選択できる制度に変更した。
高齢になっても可能な限り現役を続けてもらうことにより、技術力が確保でき、その伝承も図れる
という。同社の従業員は54人で60歳以上が6割以上を占めている。
ホームページ作成などを手掛ける株式会社エス・アイ（兵庫県姫路市）は、18（2006）年に、本


人が希望する限り働き続けることができる「エイジフリー制度」を導入した。同社では、年齢にか
かわりなく働きやすい職場にするため、作業設備、能力開発、健康管理等についてきめ細かな配慮
を行っているほか、出勤・退勤時間を個人が自由に決めることができる「自由出勤制度」を導入
し、生活や体力に合わせた働き方が可能となっている。従業員64人中、70歳以上の2人を含めて
60歳以上が9人（13％）である。


東京都しごとセンター
公益財団法人「東京しごと財団」が運営する「東京都しごとセンター」では、ハローワーク及び


民間の就職支援会社等と協力して、キャリアカウンセリングや就業相談、能力開発、職業紹介等、
求職者のニーズに即したワンストップサービスを提供している。同センターのシニアコーナーで
は、個別相談や各種セミナーのほか、ハローワークと連携した職業紹介を行っている。セミナー
は、履歴書の書き方等を学ぶ「再就職支援セミナー」、退職後の生き方や働き方を総合的に学ぶ
「定年等退職者向け就業支援総合セミナー」（平成24（2012）年度から名称変更）、建物関連分野（清
掃、警備等）や生活サービス分野（介護等）の知識・技能を習得する「就職支援講習」、営業・人
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事・財務・製品開発等の専門スキルを中小企業で活かすための「エキスパート人材開発プログラ
ム」など多岐にわたる。


（2）高齢者の地域活動、ボランティア活動を促進している事例
子育てを地域で支援する「ファミリー・サポート・センター」
乳幼児や小学生の送迎や放課後の預かりなどを地域住民が相互に行うことを橋渡しする「ファミ


リー・サポート・センター」は、厚生労働省の「子育て支援交付金」の対象事業として全国の669
市区町村（平成23（2011）年度）に設置されており、有償ボランティアを行う会員は10万人を超
え、そのうち3人に1人は60歳以上である。活動内容は、「保育施設の保育開始前や保育終了後の
子どもの預かり」（21.2％）が最も多く、次いで「保育施設までの送迎」（18.6％）、「放課後児童クラ
ブ終了後の子どもの預かり」（14.6％）、「学校の放課後の学習塾等までの送迎」（10.1％）となってい
る。高齢男性も増えており、22（2010）年6月末時点で60歳以上の男性2,200人以上が会員となっ
ている。


認知症高齢者を支える市民後見の取組
認知症高齢者等の尊厳のある暮らしを守るために、介護サービス手続き等の身上監護や財産管理


を後見人が代行し、判断能力の不十分な人を保護し支援する「成年後見制度」の重要性が高まって
いるが、現在、認知症患者数に対して、親族以外の後見人（弁護士、司法書士等）は決定的に不足
しており、その新たな担い手として、市民が市民後見人養成講座で必要な知識を身につけ、「市民
後見人」として活躍することが期待されている。
特定非営利活動法人「市民後見人の会」（東京都品川区）は、平成18（2006）年より成年後見活
動の普及及び市民後見人の育成を目的に市民後見人養成講座を始め、20（2008）年からは品川区と
の共催事業として実施している。この講座を受講した定年退職者を中心とした100名余りの会員が、
被後見人に対して正副2人の担当者がつく形で成年後見活動を行っている。会員はそれぞれのキャ
リアを生かして新たな課題に取り組み、稀に相続や不動産管理の問題等、専門的な知識が必要な場
合には、専門家との人的ネットワークも活用し活動を行っている。


（3）高齢者による被災地支援の事例
高齢者のまごころをこめた「元気袋」
東日本大震災では、財団法人「全国老人クラブ連合会」が日用品と激励のメッセージカードを詰


めた「元気袋」の作成を全国の老人クラブに呼びかけ、取組は全国に広がった。このうち兵庫県の
赤穂老人クラブ連合会で作成した元気袋は、平成23（2011）年4月17日に被災者の心のケアのた
めに被災地に向かった兵庫県警のパトロール隊「のじぎく隊」に託され、宮城県石巻市の避難所な
どに届けられた。また、富山県老人クラブ連合会は、8月に福島に文房具や折り紙、縄跳び、被災
児童へのメッセージを詰めた「元気袋」を送り、原発事故により外で遊ぶことができない子どもた
ちを励ましてきた。全国の老人クラブから被災地に届けられた元気袋は、23（2011）年11月末ま
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でに11万5千個を超えている。


仮設住宅における「パラソル喫茶」の取組
特定非営利活動法人「市民福祉団体全国協議会」は、被災地の市民団体等と協力し、パラソルの


下でお茶やコーヒーを振る舞う「パラソル喫茶」の取組を行ってきた。「パラソル喫茶」は、被災
者が一息つくことのできる居場所づくりや住民同士の交流を目的に、平成23（2011）年5月に東松
島市の避難所で設置したのが始まりで、避難所が閉鎖された後も東松島市のほか仙台市や山元町の
仮設住宅等で行ってきた。24（2012）年2月までに各地で89回開催し、市民協が月1回用意するボ
ランティアバス等で、シニアを中心とした延べ1300人以上が活動に参加してきた。活動を行って
いる間に、仮設住宅に住むお年寄りも、自主的に食事づくりやお茶運び等を手伝ってくれるように
なったが、今後は、仮設住宅ごとにNPOをつくり住民自身による継続的な活動を支援することや、
さらには被災者の自立に向けた仕事づくりにも取り組む予定である。


「福島原発行動隊」の取組
公益社団法人「福島原発行動隊」は、福島第一原発事故の収束作業に当たる若い世代の放射能被
曝を軽減するため、退役技術者・技能者を中心とする高齢者が、長年培った経験と能力を活用し、
現場におもむいて行動することを目的として、平成23（2011）年4月に発足した。同年7月には、
福島第一原発内の現場視察を行い、また、放射線測定や除染等業務に関する研修にも参加して、現
地での活動に備えているが、未だ現地での活動をスタートさせる環境が整っておらず、現在は学習
会やシンポジウムの開催、提言活動、放射線量の測定、簡単な除染作業などを行っている。24
（2012）年5月現在で行動隊員は679人を数える。福島の事故現場では、10年以上にわたって安定
的に動かす設備を建設し、これを保守しながら運転するという作業となるため、息の長い取組が必
要であるが、若者の被ばくを最小限にとどめるために、現地での一刻も早い活動の開始を待ち望ん
でいる。
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〔コラム：被災地の連携 ～神戸市から東日本大震災被災地に向けて～〕


○平成7（1995）年1月17日に発生した阪神・淡路大震災の被災地では、復興が進む中で、高齢者が転
居先で誰にも見守られずに亡くなる事例が目立ち、社会的な注目を集めた。こうした高齢者の孤立問題
に対処すべく、神戸市では高齢者の安否確認等、高齢者の見守り活動を進めてきた。安否確認等の緊急
事態対応だけではなく、緊急事態に至る前の「地域から孤立した状況」を回避するためのコミュニティ
づくり（高齢者と地域との関係づくり）も重視しており、大規模な災害復興住宅には、空き部屋等を利
用して、高齢者が気軽に立ち寄れる「あんしんすこやかルーム」を設置する取組等を行ってきた。
○東日本大震災後、宮城県では、こうした神戸市の取組を参考に県内の市町村や仮設住宅を訪問する支援
員等を対象とした研修を実施している。
○阪神・淡路大震災では、兵庫県内外から多数の市民がボランティアとして駆けつけ、震災が発生した7
（1995）年は「ボランティア元年」とも呼ばれた。神戸市社会福祉協議会は、この際のボランティアの
受け入れや避難所での活動経験を生かし、東日本大震災直後に迅速な支援活動を行った。震災の翌日の
23（2011）年3月12日には、先遣職員4人を仙台市に派遣し、3月14日からは、仙台市で避難所の
運営支援、災害ボランティアセンターの立ち上げ等を行い、岩手県陸前高田市、宮城県南三陸町、福島
県等でも、保健衛生活動、医療活動、インフラ復旧活動やボランティアセンター運営支援等の活動を実
施した。派遣された神戸市や神戸市社会福祉協議会の職員は、震災直後の自治体の状況が想像されたこ
とや、同じ被災経験都市であることで被災地からの信頼・共感が得られたことから、現地職員と連携し
て迅速な活動が実施できたという。
○東日本大震災被災地の復興にあたっては、過去の大災害の経験を生かして、数々の課題に対処すること
が求められており、こうした被災地の連携は今後も重要となるだろう。


〔コラム：シニアのICT（情報通信技術）利用促進の取組〕


○インターネットをはじめとしたICT（Information and Communication Technology）の利用促進に
より、地域の活性化等を目指す取組が生まれている。
○佐賀県は、平成21（2009）年に、大手IT企業や県内の市民団体と協力し、「地域活性化協働プログラ
ム」を実施した。この中で、パソコンやインターネットの便利さや快適さを伝える「ICTセミナー」、
パソコン教室等の講師を養成する「ICTリーダー養成講座」等が実施された。また、有効な情報発信手
段を持たない自治会や市民団体等の活動を、ICT活用により活性化させるための講座等も開催した。こ
の講座が交流の場ともなり、これまでになかった新しいつながりを生み出している。
○ICT利用促進の取組は、東日本大震災の被災地でも行われている。特定非営利活動法人「NPO事業サ
ポートセンター」は、23（2011）年4月上旬から文部科学省と連携し、避難所等に、学生や社会人の
「復興支援ITボランティア」を派遣し、ICTを利用した被災地の情報発信や情報収集を支援してきた。
また、ICTは仮設住宅に住む高齢者の孤立防止や生きがいづくりにも役立つと期待されており、震災前
からシニア向けのパソコン教室を開いていた地元の市民団体の活動再開を支援する動きもある。現在、
インターネットにつながるネットワーク環境や仮設住宅等でICT機器を管理する体制を整えることが課
題となっており、今後も被災地において、情報発信や情報収集手段を確保するといった「情報」面での
継続的な支援が求められている。
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〔コラム：地域における雪害対策の取組〕


○我が国では近年、豪雪地帯において屋根の雪おろしなど除雪作業中の事故が多発しており、雪害の犠牲
者は平成22（2010）年度に131人、23（2011）年度に132人に達した。また、豪雪地帯の多くは
人口減少や高齢化が進んでおり、23（2011）年度の犠牲者のうち64％は65歳以上の高齢者であっ
た。
○こうした雪害に対して、内閣府及び国土交通省では、「大雪に対する防災力向上方策検討会」において、
豪雪地帯の雪害対策について検討を行い、24（2012）年4月に「大雪に対する防災力向上方策検討会
提言 －豪雪地域の防災力向上に向けて－」を公表した。
○山形県山形市では、平成18年豪雪の際、年始で人手不足のために高等学校へボランティアの要請を行っ
たことをきっかけに、高校生による除雪ボランティアの取組を始めた。市の社会福祉協議会が、民生委
員による情報をもとにした要支援者等のリスト作成、用具の貸し出しを行い、23（2011）年度は、市
内9校の高校生や中学生がボランティアに参加した。年々、除雪活動を行う学校は増えており、除雪だ
けでなく一年を通した交流に発展している事例も見られるという。
○また、同県尾花沢市では、20（2008）年度より、宮沢地区の地域住民が共同で高齢者宅等の一斉除雪
作業を行うとともに、地元中学生による除雪ボランティアを毎年実施している。


〔コラム：高年齢者と若年者の雇用について〕


○平成22（2010）年11月より、今後の高年齢者の雇用・就業機会の確保のための総合的な対策を検討
するために開催された「今後の高年齢者雇用に関する研究会」の報告書では、急速に進展する我が国の
少子高齢化に伴う労働力人口の減少を跳ね返し、経済の活力を維持するためには、若者、女性、高年齢
者など全ての人が可能な限り社会の支え手となることが必要であると指摘している。
○若年者や高年齢者の就労実態について、年齢階級別の完全失業率をみてみると、若年層はほかの年齢層
に比べて完全失業率が高く、65歳以上は低くなっている。
○一方、19歳以下及び65歳以上は求人倍率が高く、新卒労働市場では、未就職卒業者が発生している一
方で、若年者の確保に苦慮している中小企業もあることから、若年層には、求人と求職のミスマッチが
生じていると言える。
○高年齢者雇用を進めることにより若年者の雇用機会が減少するなど、若年者雇用と高年齢者雇用の代替
性が指摘されることがあるが、「今後の高年齢者雇用に関する研究会」で実施した企業に対するヒアリ
ング（23（2011）年2月）では、専門的技能・経験を有する高年齢者と基本的に経験を有しない若年
者とでは労働力として質的に異なるという意見や、新卒採用の数は高年齢者の雇用とのバランスではな
く、景気の変動による事業の拡大・縮小等の見通しにより決定しているといった意見があった。
○将来的には、特に若年者の労働力供給が減少し、必要な人材の確保が難しくなると見込まれることから、
長期的な視野をもち、若年者の雇用対策や高年齢者の雇用促進を同時に進めて、年齢にかかわりなく意
欲と能力のある労働者を適切に活用することが重要な課題となっている。
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〔コラム：地域包括ケアシステムの推進について〕


○高齢者が住み慣れた地域で尊厳を持って安心して生活できるようにするため、医療、介護、予防、住ま
い、生活支援サービスを日常生活圏域内において有機的かつ一体的に提供する「地域包括ケアシステム」
が推進されている。
○新潟県長岡市では、「高齢者総合ケアセンターこぶし園」が市内で医療施設や介護施設を運営するとと
もに、市内12か所にサポートセンターを設け、在宅の高齢者に対して24時間体制で施設と同様のホー
ムヘルプサービス等を提供している。サポートセンターでは地域交流を重視しており、カフェテラス
（地域交流スペース）、キッズルーム（児童の遊び場）、入浴施設、トレーニングルーム、診療所等を併
設しているところもあり、地域に住む一般の方の利用も可能となっている。入浴施設は、子ども料金を
設けて若い世代の利用を促進しており、地域の健康・活力の拠点としての役割も担っている。
○千葉県柏市の豊四季台団地地域では、住民6,000人のうち65歳以上の高齢者が約4割を占めており、
団地の建て替えを機に、平成21（2009）年に柏市、東京大学高齢社会総合研究機構及び都市再生機構
の三者で「地域包括ケアシステム」の検討・実践を進め、24時間対応できる訪問看護・介護の充実や、
医療・介護を一体的に提供するサービス付き高齢者向け住宅の整備に向けて取り組んでいる。また、退
職した高齢者が生きがいを持って働くことができるようにするため、農業、生活支援、育児、地域の食
の4分野で、高齢者を雇用する事業を23（2011）年から試行的に実施している。


〔コラム：アメリカにおける高齢者コミュニティ〕


○子どもが学校を卒業した後に夫婦で小さな家に住み替えていく習慣があるアメリカには、「リタイアメ
ント・コミュニティ」と呼ばれる、ゴルフ場を中核として住居に加え、娯楽、医療等が整備されたアク
ティブシニアのための街が2,000以上存在している。その名が示すように、退職された方を居住者とす
る街で、多くは55歳以上を居住の条件としている。しかし、ここには世代の偏りによる「世代間交流
の不在」、快適な環境のもとでの「知的刺激の不在」という課題もあった。
○その課題を解決したのが「大学連携型コミュニティ」である。このコミュニティは大学の敷地内や近隣
に設置されており、居住するシニアは生涯学習講座で学び、再びキャンパスライフを体験することがで
きるようになっている。
○例えば、マサチューセッツ州のラッセル・ビレッジでは、入居条件として年間450時間以上の講座を受
講することとなっていたり、他の大学ではシニアが講師になる講座もあり、元弁護士や元投資銀行家、
元エンジニアが学生のキャリア・アドバイザーになっている。そして、シニア自身も学んだり教えたり
することで「何かに打ち込んでいる」、「誰かの役に立っている」という実感を得ることができるように
なっている。
○このような形態の高齢者コミュニティは、高齢化が今後も進展する日本にとって、参考となる事例の一
つであろう。
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〔コラム：地域をつなぐ「くるくるバス」〕


○福島県福島市の蓬莱地区には、どこでも何度でも無料で乗れるコミュニティバス「くるくるバス」が
走っている。
○この「くるくるバス」は、地元の市民団体「まちづくりコミュニティ ぜぇね」（「ぜぇね」は福島県の方
言で「いいね」という意味）が、平成20（2008）年に、家に閉じこもりがちなお年寄りの外出を支援
したり、コミュニティづくりのために運行を始めた。
○運賃は無料で、運行資金はバス車体の広告収入（協賛金）と、住民等からの寄付金や募金で賄っており、
行政からの補助金は受けていない。
○「まちづくりコミュニティ ぜぇね」の事務所は蓬莱ショッピングセンター内にあり、「くるくるバス」
の待合室にもなっていて、気軽に立ち寄れる居場所として多世代交流が図られている。
○現在、蓬莱の東西3コースを1日5回（原則平日のみ）循環しており、1日70人ほどが利用している。
23（2011）年の東日本大震災の際は、関係者も被害を受けて一時的に運行を止めたが、4日目からは
運行を再開し利用者の信頼を得た。蓬莱地区では、「くるくるバス」を地域で支え合うことにより、ま
ちの活気と住民の交流が育まれている。
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○我が国の高齢社会対策の基本的枠組みは、高
齢社会対策基本法（平成7年法律第129号）
に基づいている。
○高齢社会対策会議は、内閣総理大臣を会長と
し、委員には全閣僚が任命されており、高齢
社会対策の大綱の案の作成、高齢社会対策に
ついて必要な関係行政機関相互の調整並びに
高齢社会対策に関する重要事項の審議及び対
策の実施の推進が行われている。
○高齢社会対策大綱は、高齢社会対策基本法に
よって政府に作成が義務付けられているもの
であり、政府が推進する高齢社会対策の中長


期にわたる基本的かつ総合的な指針となるも
のである。
○平成8年7月に最初の高齢社会対策大綱が策
定されてから5年が経過し、経済社会情勢も
変化したことから、13年12月28日、高齢社
会対策会議における案の作成を経て、高齢社
会対策大綱が閣議決定された。
○高齢社会対策大綱に基づく施策の総合的推進
のため、分野別の基本的施策の枠を超え、横
断的に取り組む課題を設定し、関連施策の総
合的な推進を図ることとしている。


○社会保障と税の一体改革について
社会保障・税一体改革については、政府・与
党において精力的議論を進め、平成24年2月に
は「社会保障・税一体改革大綱」を閣議決定


し、平成24年通常国会に、「大綱」に示された
工程に従って関連法案を提出した。
社会保障・税に関わる番号制度についても、
平成24年通常国会に関連法案を提出した。


高齢社会対策の実施の状況第2章


第1節 高齢社会対策の基本的枠組み


第2節 高齢社会対策の総合的な推進のための取組
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1　主な取組


（1）就業・所得
○「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の
一部を改正する法律案」の提出
平成23年9月から労働政策審議会において、
雇用と年金が確実に接続されるよう、希望者全
員の65歳までの雇用確保措置等について検討
が行われ、平成24年1月、厚生労働大臣に対し
て建議が行われた。この建議に基づき法律案要
綱を同審議会に諮問し、同年2月に答申された。
本答申を受け、継続雇用制度の対象者を限定で
きる仕組みの廃止などを内容とする「高年齢者
等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正す
る法律案」を平成24年通常国会へ提出した。


○シルバー人材センターの支援等
シルバー人材センター事業（平成23年3月末
現在、シルバー人材センターの団体数は1,298
団体、会員数は約79万人）について、「教育、
子育て、介護、環境」等の分野においてシル
バー人材センターと地方公共団体が共同して企
画提案した事業を支援し、また、各シルバー人
材センターにおいて会員が身近な地域で安心し
て働くことができるよう多様な就業機会を提供
するとともに、適切な運営の確保を図ってい
る。


○高年齢者職域拡大等助成金の創設
新たに高年齢者職域拡大等助成金を創設し、
希望者全員が65歳まで働ける制度や70歳まで
働ける制度の導入にあわせて、高年齢者の職域
の拡大や雇用管理制度の構築に取り組む事業主
を支援し、高年齢者がいきいきと働き続けるこ


とができる職場の創出を図っている。


○持続可能で安定的な公的年金制度の確立
持続可能で安定的な公的年金制度を確立する
ため、基礎年金国庫負担割合の2分の1の維持
が不可欠となっている。
平成23年度については、「国民年金法等の一
部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平
成23年法律第121号）が成立し、復興債の発行
による収入金を活用して、基礎年金国庫負担割
合2分の1を維持した。
24年度については、交付国債により基礎年
金国庫負担割合2分の1とするとともに、年金
額の特例水準を解消することを内容とする「国
民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改
正する法律案」を24年2月10日に提出した。


○個人のライフスタイルの選択に中立的な公的
年金制度の構築
働き方やライフコースの選択に影響を与えな
い中立的な公的年金制度とするという観点か
ら、「短時間労働者への社会保険の適用拡大」
や「産休期間中の社会保険料免除」等を盛り込
んだ「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機
能の強化等のための国民年金法等の一部を改正
する法律案」を平成24年3月30日に提出した。


（2）健康・福祉
○生涯にわたる健康づくりの推進
平成12年に策定した「21世紀における国民
健康づくり運動（健康日本21）」を推進するた
め、「適度な運動」、「適切な食生活」、「禁煙」
に焦点を当てた「すこやか生活習慣国民運動」
（平成20年から実施）を更に普及、発展させた


第3節 高齢社会対策の動き
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「Smart Life Project」を23年から開始し、民
間企業と連携した職域における取組や、企業の
経済活動等を通じて、生活習慣病対策の一層の
推進を図った。


○地域包括ケアシステムの推進
平成24年度から始まる第5期介護保険事業計
画に向けて、「地域包括ケアシステム」の実現
のためのさらなる取組を図ることを内容とした
「介護サービスの基盤強化のための介護保険法
等の一部を改正する法律」が第177回通常国会
において成立した。また、平成24年の医療と
介護の同時報酬改定に向けて、社会保障審議会
介護給付費分科会において検討を行った。


○必要な介護サービスの確保
単身・重度の要介護者などが、できる限り在
宅生活を継続できるよう、訪問介護と訪問看護
の連携の下で、適切なアセスメントとマネジメ
ントに基づき、日中・夜間を通じて、定期巡回
訪問と随時の対応等を適宜・適切に組み合わせ
て提供する「定期巡回・随時対応型訪問介護看
護」を創設した。
さらに、福祉・介護人材の確保については、
介護労働者の労働環境の整備に資する介護福祉
機器の導入に対する助成や雇用管理責任者に対
する介護労働者の雇用管理全般についての講習
など、雇用管理改善に取り組む事業主への支援
に取り組んだ。


○認知症高齢者支援施策の推進
平成23年度においては、20年7月に取りま
とめられた「認知症の医療と生活の質を高める
緊急プロジェクト」の提言に基づき、①認知症
に関する実態の把握、②診断技術の向上と治療
方法の開発など認知症に関する研究開発の促


進、③主治医等を中心とした地域医療体制の充
実などによる早期診断の推進と適切な医療の提
供、④認知症介護の専門職員に対する研修や本
人・家族等の支援ネットワークの構築などによ
る適切なケアの普及及び本人・家族支援、⑤若
年性認知症施策を積極的に推進するために必要
な取組を実施したところ。また、23年度にお
いては、認知症になっても住み慣れた地域での
生活が継続できるよう、認知症地域支援推進員
の配置や市民後見活動の推進等を行った。


○地域の支え合いによる生活支援の推進
平成23年1月、新たな社会的リスクとしての


「孤立化」、「無縁社会」、「孤族」などの問題に
ついて、セーフティネットの強化を含めた社会
的包摂政策を戦略的に推進するため、「一人ひ
とりを包摂する社会」特命チームを設置した。
同特命チームにおいては、同年5月に「社会
的包摂政策を進めるための基本的考え方」を、
8月に「社会的包摂に関する緊急政策提言」を
とりまとめた。
これを受けて、社会的包摂政策の一環とし
て、「社会的包摂ワンストップ相談支援事業」
を平成23年度第3次補正予算に計上し、一般社
団法人社会的包摂サポートセンターにより、ワ
ンストップで電話相談を受け具体的な解決につ
なげるための面接相談、同行支援を行う事業が
実施された。
また、いわゆる「孤立死」の防止対策につい
ては、平成24年2月に地方自治体に対して、電
気、ガス会社等の事業者との連携強化の徹底
や、地方自治体の福祉担当部局に情報を一元的
に受け止める体制の構築を要請した。
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（3）学習・社会参加
○初等中等教育機関における多様な学習機会の
確保
新学習指導要領では、児童生徒が高齢社会の
課題や高齢者に対する理解を深めるため、小・
中・高等学校において、ボランティアなど社会
奉仕に関わる体験活動や、高齢者との交流活動
等を含む体験活動の充実を図ることとしてい
る。
さらに、自治体における体験活動の推進を支
援する「豊かな体験活動推進事業」において、
「自然宿泊体験事業～子ども農山漁村交流プロ
ジェクト～」の中で、小学校が実施する自然体
験や集団宿泊体験のほか、ボランティアや高齢
者との世代間交流などの体験活動に必要な経費
の一部を補助した。


○寄附税制の拡充
平成23年6月、認証制度の見直しや財政基盤
確立のための措置等を内容とする特定非営利活
動促進法を改正するとともに、認定NPO法人
の要件緩和や認定NPO法人等及びこれと同様
の基準を満たした公益社団・財団法人、学校法
人、社会福祉法人、更生保護法人への寄附金に
係る所得税の税額控除の導入等を内容とする寄
附税制を拡充した。


○新しい公共支援事業
平成22年度補正予算（87.5億円）により、
各都道府県に交付金を配分し、各都道府県に設
置する基金を用いて、NPO等の活動基盤整備
や寄附募集の支援等を行うとともに、NPO、
地方公共団体、企業等が協働する取組の支援を
実施している。
また、平成23年度第3次補正予算（8.8億円）
により、東日本大震災被災地域等において、


「新しい公共」の担い手による支援拠点の整備、
地域づくりなどを支援するため、被災3県の基
金の積み増しを行った。


○「新しい公共」推進会議
平成22年10月から開催している「新しい公
共」推進会議において、「新しい公共」円卓会
議からの提案に対する政府の対応をフォロー
アップするとともに、政府と市民セクターとの
関係のあり方、情報開示・発信基盤のあり方、
「新しい公共」による被災者支援活動のあり方
に関する3つの報告をとりまとめ、平成23年7
月にこれらの報告を受けた「政府の対応」をと
りまとめた。


（4）生活環境
○良質な民間賃貸住宅の供給促進
高齢者が安心して暮らすことができる住まい
の確保に向け、平成23年10月に「高齢者の居
住の安定確保に関する法律等の一部を改正する
法律」が施行され、介護・医療と連携した、
「サービス付き高齢者向け住宅」の登録制度が
創設された。このサービス付き高齢者向け住宅
の供給促進のため、整備費に対する補助、税制
の特例、住宅金融支援機構による融資を合わせ
て支援を実施している。


○高齢者の高齢期に適した住宅への住み替え支
援
平成23年度より、高齢者が住み替える先の
サービス付き高齢者向け住宅に係る入居一時金
について、住宅融資保険制度を活用し、民間金
融機関のリバースモーゲージの推進を支援して
いる。
さらに、旧住宅金融公庫の融資について、返
済期間中に自ら居住する要件を緩和し、高齢者
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等が所有する戸建て住宅等を子育て世帯等へ賃
貸することを可能とした。


○公共交通機関のバリアフリー化に対する支援
高齢者の移動等円滑化を図るため、駅・空港
等の公共交通ターミナルのエレベーターの設置
等の高齢者の利用に配慮した施設の整備、ノン
ステップバス等の車両の導入などを推進してい
る（表2－1－1）。
このための推進方策として、鉄道駅、旅客
ターミナルのバリアフリー化、ノンステップバ
ス、福祉タクシーの導入等に対する支援措置を
実施している。


○公共施設等の改善
窓口業務を行う官署が入居する官庁施設につ
いて、高齢者等すべての人が円滑かつ快適に施


設を利用できるよう、窓口業務を行う事務室の
出入口の自動ドア化、多機能トイレの設置等に
よる高度なバリアフリー化を目指した整備を推
進している。
都市公園については、バリアフリー法に基づ
く基準等により、高齢者や障害者を含むすべて
の人々が快適に利用できるよう、主要な園路の
段差の解消、車いすでも利用可能な駐車場やト
イレの設置など、公園施設のバリアフリー化を
推進している。また、社会資本整備総合交付金
等の活用によって、誰もが安全で安心して利用
できる都市公園の整備を推進している。


○住宅用火災警報器の普及促進等
高齢者を中心に増加する住宅火災による死者
数の大幅な低減を図るため、春・秋の全国火災
予防運動を通じて「高齢者等の災害時要援護者


表2－1－1 　高齢者等のための公共交通機関施設整備等の状況


（1）旅客施設のバリアフリー化の状況（注1）


1日当たりの平均利用者数
5,000人以上の旅客施設数


平成22年度末 1日当たりの平均利用者数
5,000人以上かつトイレを
設置している旅客施設数


平成22年度末


段差の解消 視覚障害者
誘導用ブロック 障害者用トイレ


鉄軌道駅 2,813 2,401（85.4%） 2,736（97.3%） 2,695 2,245（83.3%）
バスターミナル 37 34（91.9%） 32（86.5%） 27 15（55.6%）
旅客船ターミナル 6 6（100.0%） 5（83.3%） 5 5（100.0%）
航空旅客ターミナル 20 19（95.0%）


（100.0%注2）
20（100.0%） 20 20（100.0%）


（注1）バリアフリー法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）に基づく公共交通移動等円滑化基準に適合するものの数字。
なお、1日当たりの平均利用者数が5,000人以上であり高低差5メートル以上の鉄軌道駅において、エレベーターが1基以上設置されてい
る駅の割合は88.0％、エスカレーターが1基以上設置されている駅の割合は74.0％となっている。


（注2）航空旅客ターミナルについては、障害者等が利用できるエレベーター・エスカレーター・スロープの設置はすでに平成13年3月末までに
100％達成されている。


（2）車両等のバリアフリー化の状況


車両等の総数 平成22年度末移動等円滑化
基準に適合している車両等


鉄軌道車両 52,871 26,180（49.5%）
低床バス 59,195 29,216（49.4%）
　うちノンステップバス 16,534（27.9%）
旅客船 753 136（18.1%）
航空機 499 406（81.4%）


（注1）「移動等円滑化基準に適合している車両等」は、各車両等に関する公共交通移動等円滑化基準への適合をもって算定。


（3）福祉タクシーの導入状況


平成22年度末 12,256両
（タクシー車両総数 265,431両）


資料：国土交通省
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の把握とその安全対策に重点を置いた死者発生
防止対策の推進」等を重点に地域が一体となっ
て、住宅用火災警報器等の設置対策や防炎品の
普及促進を含めた総合的な住宅防火対策を推進
した。


○東日本大震災への対応
平成23年度第1次補正予算においては、被災


した介護施設等の復旧に対する国庫補助率を引
き上げる等、所要の国庫補助を行った。
さらに、平成23年度第3次補正予算におい


て、「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」を積
み増し、日常生活圏で医療・介護等のサービス
を一体的・継続的に提供する「地域包括ケア」
の体制を整備するため、被災市町村が策定する
復興支援計画に基づく地域包括ケアの拠点整備
等に対して財政支援を行った。社会福祉施設の
空きスペースなどを福祉避難所として提供する
よう関係各団体に依頼をしている。
あわせて、応急仮設住宅地域において、高齢


者等の安心した日常生活を支えるため、総合相
談、居宅サービス、生活支援サービス、地域交
流などの総合的な機能を有する拠点として「介
護等のサポート拠点」の設置・運営を推進し
た。
高齢者を始め、震災により多くの被災者が震


災に便乗した詐欺等の法的トラブルを抱え、経
済的・精神的に不安定な状況に陥ることが予想
されたところ、日本司法支援センター（法テラ
ス）では、そのような被災者を支援するため、
弁護士会や司法書士会との共催による電話相談
（平成23年10月までに全て終了）や新たに開設
した「震災　法テラスダイヤル」（いずれもフ
リーダイヤル）などにおいて、生活再建に役立
つ法制度などの情報提供を行った。また、高齢
者を始め、弁護士のいる都市部への移動が困難


な被災者に対する法的支援の拠点として、被災
地の沿岸部に出張所を設置して弁護士や各種専
門家による無料相談を行ったほか、車内で相談
対応可能な自動車を利用した仮設住宅での巡回
相談などを実施した。


（5）調査研究等の推進
○高齢者に特有の疾病及び健康増進に関する調
査研究等
悪性新生物（がん）・生活習慣病等に関する


有望な基礎研究の成果を実用化するための支援
拠点の整備や、これらの疾患の早期診断・治療
薬開発に資する分子イメージング技術の実証に
向けた研究等を行った。さらに、こうした成果
も活用しつつ、個人に最適な医療の実現に向け
た取組を引き続き推進した。
さらに、平成23年度から、次世代のがん医


療の実現に向けて、革新的な基礎研究成果を戦
略的に育成し、臨床応用を目指した研究を加速
する「次世代がん研究戦略推進プロジェクト」
を推進している。


2　高齢社会対策に対する評価について


内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成23
（2011）年）によると、「政府に対する要望」（注）


として、すべての年代を合計して最も多い回答
は、「医療・年金等の社会保障の整備」（67.1％）
であり、次いで多いのが「景気対策」（66.3％）、
「高齢社会対策」（52.4％）である。年齢階層別
にみると、60～69歳及び70歳以上は「医療・
年金等の社会保障の整備」が最も高い割合と
なっているが、60歳未満の年齢階層は「景気
対策」が7割を超えて最も高くなっている。ま
た、「高齢社会対策」を挙げる人の割合は、40
歳以上の年齢階層で5割を超えている（図2－
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2－1）。


（注） 質問内容は次のとおり。「今後、政府はどのような
ことに力を入れるべきだと思いますか。この中から
いくつでもあげてください。」


次に、内閣府が実施した「高齢者の経済生活
に関する意識調査」（平成23（2011）年）で、
高齢者を対象とした施策のうち満足している高
齢者施策（複数回答）をみてみると、60歳以
上の高齢者で満足している高齢者施策があると
回答した人は44.2％で、「特にない」人は


48.4％であった。また、満足している高齢者施
策がある人のうち、満足していると回答した割
合が高い施策は、「介護や福祉サービス」
（45.2％）、「医療サービス」（41.8％）、「公的な
年金制度」（28.4％）であった（図2－2－2）。
一方、同調査で60歳以上の者が特に力を入


れてほしい高齢者施策（複数回答）をみてみる
と、特に力を入れてほしい施策がある人
（93.4％）のうち、特に力を入れてほしいと回
答した割合の高い施策は、「介護や福祉サービ
ス」（69.6％）、「医療サービス」（64.9％）、「公的
な年金制度」（45.2％）であった（図2－2－3）。


図2－2－1 　政府に対する要望（複数回答）
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資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成23年）
（注１）調査期間は、平成23年10月13日～ 11月6日
（注２）対象は、全国20歳以上の男女
（注３）総数において割合が高い上位10項目のみ記載


（%）
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図2－2－2 　満足している高齢者施策（複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）質問内容は次のとおり。「高齢者に対する政策や支援のうち、あなたが満足している政策や支援はありますか。この中から満足している


ものをすべてお答えください。」
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図2－2－3 　特に力を入れてほしい高齢者施策（３つまで選択可）
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資料：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）
（注１）対象は、全国60歳以上の男女
（注２）質問内容は次のとおり。「高齢者に対する政策や支援のうち、あなたが今後特に力を入れて欲しい政策や支援はありますか。この中から


3つまで選んでお答えください。」
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